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 日本再生戦略の実行推進状況等について 


 


 平成 24 年 11 月 15 日 


国家戦略担当大臣 


 


 


１．趣旨 


 


「日本再生戦略」（平成 24 年７月 31 日閣議決定）を着実に実現してい


くため、本戦略に定められた PDCA の年間サイクルを踏まえ、本戦略実行


推進状況（概算要求、規制・制度改革、税制改正要望等）について関係


府省から聴取し、工程表に定められた取組が着実に実行されているか確


認した。 


 


２．総括 


 


（１）グリーン・ライフ・農林漁業の重点３分野をはじめ、日本再生戦


略の政策分野全般にわたり、概算要求、規制・制度改革、税制改正要


望等の取組が戦略に定められた工程表に概ね即して推進されている。 


  各政策分野の重点施策ごとに実行推進状況をまとめると、別紙のと


おりである。 


 


（２）特に、日本再生戦略の重点３分野においては、次のような取組が


行われている（詳細については別途整理）。 


 ① グリーン 


・ レアアースフリーの高性能磁石などグリーン部素材の開発に向け


た予算要求 


・ 次世代自動車の導入促進に向けた補助金などの予算要求及び自動


車税のグリーン化等の税制改正要望 


・ 蓄電池の導入促進に向けた戦略の策定や蓄電池の系統連系の円滑


化に係る認証制度の構築 


・ 海洋エネルギーを利用した発電技術の開発に向けた予算要求 


・ スマートコミュニティの実証等に関する予算要求 


・ エネルギー生産への農山漁村資源の活用促進に関する予算要求等 


資料１－１ 
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② ライフ 


・ 創薬支援ネットワーク構築に向けた体制整備や予算要求等 


・ 再生医療の臨床研究等に係る予算要求、医療機器・再生医療の特


性を踏まえた薬事法改正に向けた検討 


・ 次世代医療の実現に向けた東北メディカル・メガバンク計画等の


推進のための予算要求 


・ ロボット技術の研究開発・実用化等の予算要求、安全基準等の検


討 等 


 ③ 農林漁業(６次産業化) 


・ 資本提供と経営支援の一体的実施により６次産業化を支援する株


式会社農林漁業成長産業化支援機構の年度内立上げに向け準備中 


・ 食や地域材を活用した地域の取組を支援するための予算要求 


・ ハローワークとの連携を行いつつ、意欲ある若者、女性等の農林


漁業への参入を促進 


・ 輸出促進・食文化の海外発信のための予算要求、「食に関する将来


ビジョン」の改訂に向けた各省連携の推進 等 


 


（３）ただし、現時点では工程表に即して取組が進められているものの、


このままの状態が続けば工程表の期限どおり施策を実施することが


困難になることが懸念される取組もあり、これらについては、工程表


に即した着実な実行を図るべく引き続き取組を進めるとともに、目標


達成のためその他の取組にも最大限努めることが必要。 


 


[ 今年度内の期限どおりの実施が困難になることが懸念される工程表


の施策 ] 


○  法案が継続審議（2012 年度に実施することとされている取組） 


・  「経済社会課題対応事業の促進に関する法律」の施行 


・ 「農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の促進に関す


る法律」の成立後、基本方針の策定 


・ 不動産特定共同事業法を改正し、事業者の倒産リスクから投資家


を隔離すること等により、建築物の耐震化や地方の老朽施設の再


生を促進（同法及び関連政省令の施行） 


・ PFI 改正法案の成立後、民間資金等活用事業推進機構を設立の上


で投資を開始し、また個別案件の形成を促進 


・ メンタルヘルス対策等に係る改正労働安全衛生法の周知啓発の徹


底 







3 
 


・ 「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律」の


成立後、基本方針策定、提案募集実施 


○ その他 


・ 生活支援戦略・中期プランの策定（2012 年秋を目途） 


 


[ 当面工程表に即しているが、このままの状態が続けば今年度からの開


始又は来年度以降の実施が遅れることが懸念される施策 ] 


○  継続審議になっている法案の成立後、取組を進めるもの 


・ 医薬基盤研究所の新法人化（所要の規定の整備）（「独立行政法人


通則法の一部を改正する法律」の制定後） 


・ 「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」に基づいた


国立研究開発行政法人の制度・運用及び組織統合の検討・措置（「独


立行政法人通則法の一部を改正する法律」の制定後） 


・ 周波数オークションの実施（「電波法の一部を改正する法律」の制


定後） 


・ 国民 ID 制度の推進（「行政手続における特定の個人を識別するた


めの番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）」の制定後） 


・ 交通基本法の制定を踏まえた、地域の生活交通の確保維持の支援 


 


（４）この結果を踏まえて、「日本再生戦略実行推進チーム」のもと、政


府全体で本戦略の更なる推進を図る。 


また、日本再生戦略に基づき来年５月を目途に行う各施策の評価の


基準を別添のとおりとし、当該基準を十分に踏まえ、関係省庁は今後


の施策の推進を図ることとする。                         
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（ 別 添 ） 


日本再生戦略の評価の基準について（案） 


 


 日本再生戦略（平成 24 年７月 31 日閣議決定）の着実な実行を確保するため、次年


度に行われる成果目標の達成を軸とする評価の基準について、次のとおり定める。 


 当該視点を十分に踏まえ、デフレ脱却、経済再生等に最大限の成果が得られるよう、


関係省庁においては、戦略の目標達成に向けた取組を推進することとする。 


 なお、評価の芳しくない施策については、予算措置の縮小・廃止を含む抜本的な見


直し措置を講じる。 


 


１．実施内容について 


 ① 日本再生戦略の本文及び工程表に定められたところに従い、実施した取組が内


容や時期の点で適切に行われていること。 


 ②  日本再生戦略に定められた内容や工程と異なる場合には、その原因を明らかに


し、目標達成のため適切な代替案を講じていること。 


 ③ 関係省庁が複数にまたがる場合に、連携が適切に図られていること。 


 ④ 取組内容として、規制・制度改革、組織見直し、税制改正要望等、必要な政策


資源の動員が適切に行われていること。 


 


２．施策の前倒し実施について 


  日本再生戦略に定められた事項で、社会経済情勢を踏まえ、その前倒し実施が可


能かつ適当なものについて、取組が適切に行われていること。 


 


３．新課題への対応について 


  日本再生戦略の実現に関し、その目標達成に向けて新たに生じた課題への対応が


適切に図られていること。 


 


４．重点３分野等の取組について 


  日本再生戦略に定めるグリーン（エネルギー・環境）、ライフ（健康）、農林漁


業（６次産業化）の重点３分野等について、趣旨に照らし、課題解決に向けた取組


が積極的に行われていること。 


 


５．成果の発揮等について 


  予算要求に係る政府・与党一体の審査や行政事業レビュー等において指摘された


事項に適切に取り組むなど、日本再生戦略の実行上、的確な対応が図られているこ


と。また、関連法案の審議等で当初予定した取組の進捗が遅れているものについて


は、目標達成のためその他の取組に最大限努めていること。 


以上のような取組を通じ、目標とした成果が発揮されていること。 








日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 
 


[グリーン成長戦略] 
①：グリーン部素材が支えるグリーン成長の実現 


②：次世代自動車での世界市場獲得 


③：蓄電池の導入促進による市場創造と非常時でも安心な社会の構築 


④：グリーン・イノベーションによる海洋の戦略的開発・利用 


⑤：エネルギーの地産地消を実現するスマートコミュニティの構築及び 


海外展開 
 
[ライフ成長戦略] 
⑥：革新的医薬品・医療機器創出のためのオールジャパンの支援体制、 


臨床研究・治験環境等の整備 


⑦：医療機器・再生医療の特性を踏まえた規制・制度等の確立、先端医療


の推進 


⑧：15 万人規模のバイオバンク構築による東北発の次世代医療等の実現


⑨：ロボット技術による介護現場への貢献や新産業創出/医療・介護等 


周辺サービスの拡大 
 
[科学技術イノベーション・情報通信戦略] 
⑩：科学技術に係る人材育成の強化等による国際競争力強化 


⑪：基礎研究から実用化までのイノベーションの強化 


⑫：情報通信技術の徹底的活用と強固な情報通信基盤の確立 
 
[中小企業戦略] 
⑬：ちいさな企業に光を当てた施策体系の再構築 


⑭：金融円滑化法の期限到来も踏まえた中小企業等への支援 
 
[農林漁業再生戦略] 
⑮：戸別所得補償制度の更なる推進と新規就農の促進 


⑯：６次産業化等夢のある農林漁業の実現 
 
[金融戦略]※金融戦略は、中小企業戦略⑭の再掲を含む。 


⑰：国民金融資産の形成支援を通じた成長マネーの供給拡大 


⑱：政策金融・官民連携による資金供給の拡大 


⑲：アジアにおける我が国企業・金融機関・市場の地位確立 


[観光立国戦略] 
⑳：訪日外国人旅行者の増大に向けた取組、受入環境水準の向上 


㉑：観光需要の喚起 
 
[アジア太平洋経済戦略] 
㉒：アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）の構築を含む経済連携の推進 


㉓：パッケージ型インフラ海外展開支援 


㉔：新興国の中間層など世界の成長市場の開拓、クールジャパン推進等 


㉕：ヒト・モノ・カネの受入拡大とアジア拠点化の推進等 


㉖：農林水産物等の輸出促進と國酒など我が国「食」の海外市場拡大 
 
[生活・雇用戦略] 
㉗：若者を取り込んだ成長に向けた戦略的取組の推進 


㉘：女性の活躍促進による経済活性化 


㉙：戦略的な生活支援の実施 
 
[人材育成戦略] 
㉚：633 制の柔軟化等による意欲ある地域の取組の推進 


㉛：大学ビジョンに基づく高等教育の抜本的改革の実施 


㉜：グローバル人材の育成と社会人の学び直し等の推進 
 
[国土・地域活力戦略] 
㉝：活性化の突破口となる総合特区、環境未来都市等の活用、 


「新しい公共」の活動促進 


㉞：良質な住宅ストックの供給と不動産流通システムの改革 


㉟：集約型のまちづくりや次世代型生活への対応 


㊱：大都市等の再生と災害に強い国土・地域の構築 
 
[世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化] 


㊲：戦略的、効果的な ODA の推進等による「人間の安全保障」の実現 


への貢献 


㊳：日本の強み・魅力の発信と日本的な「価値」への国際理解の促進 


資料１－２ 


（注）税制改正要望については、現在、税制調査会において審議・検討されているところである。 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[グリーン成長戦略] 


重点施策①：グリーン部素材が支えるグリーン成長の実現  
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等）
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求】 


・風力発電高度実用化研究開発事業（20 億円） 


・グリーン部素材研究開発事業（８億円） 


・革新的超低消費電力型インタラクティブディスプレイプロ


ジェクト（10 億円） 


・非可食性植物由来原料による革新的化学品製造技術開発


（８億円） 


・スマート・モビリティ・デバイス開発プロジェクト（20


億円） 


・太陽熱エネルギー等活用型住宅の技術開発（３億円） 


・未来開拓研究プロジェクト（エネルギー貯蔵・輸送等技術


開発、未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発、革


新的新構造材料等技術開発 等）（221 億円） 


・グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発


（次世代蓄電池材料）（３億円）等（「未来開拓研究」と一


体的に推進） 


・「先端的低炭素化技術開発（ALCA）」（世界に先駆けた画期


的なエネルギー貯蔵・輸送・利用技術の研究開発等）（120


億円） 


・レアメタル等を用いない新材料の創製などのグリーン部素


材開拓研究（170 億円） 


2012 年度は、以下を実施。 


・経済産業省及び文部科学省において、両省


連携の下、基礎から実用化まで一気通貫


の研究開発を推進するため、それぞれ「未


来開拓研究プロジェクト（高効率モーター、


光エレクトロニクス、革新的触媒）」（64.5 億


円）及び「元素戦略プロジェクト＜研究拠点


形成型＞（磁石材料、触媒・電池材料、電


子材料、構造材料）」（22.5 億円）を開始 


・「革新的エネルギー研究開発拠点形成」に


おいて超高効率太陽電池の研究開発拠点


を福島県に形成するためのプロジェクトを


実施（12 億円) 


・「ナノテクノロジープラットフォーム」におい


て、グリーン部素材開発の基礎力向上等の


ため、最先端装置によるナノテクノロジーの


研究基盤の構築を開始(18 億円) 


【現状】 


・競争力のある部素材の


製品開発及びその安全


性・性能評価等のための


拠点を整備 


・府省連携の下、産学官一


体で基礎研究から実用化


まで一気通貫で行う「未


来開拓型の研究開発」を


開始 


【2015 年度】 


・車載用蓄電池のエネル


ギー密度を現行の 1．5 倍


・断熱材の性能向上(熱伝


導率 1/2) 


【2020 年】 


・事業化に至る研究開発


成果の増加 


・グリーン部素材を活用し


た製品の市場投入 


・未来開拓研究を政


府大の取組とするた


め に は 、 文 部 科 学


省・経済産業省連携


におけるテーマ設定


のための省庁横断


合同検討会や、公開


の下で技術革新課


題について議論する


合同シンポジウムな


どの取組を、関係省


庁間で効果的に進め


ることで、技術革新


の課題を省庁間で合


意し、円滑な推進体


制を構築することが


必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[グリーン成長戦略] 


重点施策②：次世代自動車での世界市場の獲得 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（443 億円） 


・地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進


（約 18 億円） 


・革新型蓄電池先端科学基礎研究事業（35 億円） 


・リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業 


（27 億円） 


・スマート・モビリティ・デバイス開発プロジェクト（19.5 億円） 


・水素供給設備整備事業費補助金（50 億円） 


・水素利用技術研究開発事業（21 億円） 


・超小型モビリティの導入促進（６億円） 


・グリーン自動車技術調査研究事業（２億円） 


 


【税制改正要望】 


・自動車税のグリーン化等の措置 


2012 年度は、以下を実施。 


・クリーンエネルギー自動車等導入促


進対策費補助金（292 億円） 


・地域交通のグリーン化を通じた電気


自動車の加速度的普及促進（２億


円） 


・革新型蓄電池先端科学基礎研究事


業（35 億円） 


・リチウムイオン電池応用・実用化先


端技術開発事業（20 億円） 


・水素製造・輸送・貯蔵システム等技


術開発事業（15 億円） 


・超小型モビリティ導入に向けたガイ


ドラインの策定（2012 年６月） 


・エネルギーITS 推進事業（５億円） 


・自動車取得税・自動車重量税・自動


車税について、次世代自動車を含む


環境対応車に対する減免・軽減措置


 


【現状】 


・新車販売に占める次世代自


動車の割合 約 16％（2011 年


度） 


・急速充電器の設置台数 約


1,300 基（2012 年９月） 


 


【2015 年度】 


・燃料電池自動車の市場投入 


・四大都市圏を中心に、100 箇


所の水素供給設備を先行整


備 


 


【2020 年】 


・新車販売に占める次世代自


動車の割合を最大で 50％ 


・普通充電器 200 万基、急速充


電器 5,000 基設置 


・電気自動車等の普


及に関しては、①車


両価格の低減、②充


電 イ ン フ ラ 等 の 整


備、③電池性能の向


上、といった課題が


存在 


 


・一回の充電での走


行距離や充電時間


を 考 慮 し た 運 行 計


画・充電施設設置計


画の検討等、電気バ


ス固有の留意点に


対する配慮が必要 


 


・超小型モビリティに


対する国民的理解の


醸成・確立が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[グリーン成長戦略] 


重点施策③：蓄電池の導入促進による市場創造と非常時でも安心な社会の構築 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・再生可能エネルギー余剰電力対策蓄電池実用化事業委託費（31


億円） 


・再生可能エネルギー系統対策等蓄電システム制御実証事業委託


費（180 億円） 


・先端計測分析技術・機器開発プログラム（グリーンイノベーション


領域）（10 億円） 


・鉄道技術開発費補助金（４億円の内数） 


・エコレールラインプロジェクトの推進（30 億円） 


・水素供給設備整備事業費補助金（50 億円） 


・水素利用技術研究開発事業（21 億円） 


 


【税制改正要望】 


・定置用蓄電池について、税制措置による普及促進を検討 


・車載用蓄電池について、自動車税のグリーン化等の措置 


 


【規制・制度改革】 


・蓄電池の系統連系協議の円滑化に係る認証制度について、認証


範囲の拡大 


・大型リチウムイオン電池等の安全性を確立すべく規格を策定し、


国際会議の場に持ち込み国際標準化を推進 


2012 年度は、以下を実施。 


・革新型蓄電池先端科学基礎研究事


業 （35 億円） 


・リチウムイオン電池応用・実用化先


端技術開発事業（20 億円） 


・新エネルギー系統対策蓄電システ


ム技術開発事業（20 億円） 


・先端計測分析技術・機器開発プログ


ラム（グリーンイノベーション領域）


（５億円） 


・クリーンエネルギー自動車等導入促


進対策費補助金（292 億円） 


・水素製造・輸送・貯蔵システム等技


術開発（15 億円） 


・水素先端科学基礎研究事業（８億


円） 


・鉄道技術開発費補助金（３億円の内


数） 


・「蓄電池戦略」を策定（2012 年７月） 


・蓄電池の系統連系を円滑化すべく、


型式認定が可能となる技術基準を


策定し認証制度を構築 


・定置用リチウムイオン二次電池の安


全性等に関して国際標準の提案 


【現状】 


・世界全体の蓄電池市場にお


ける我が国関連企業の獲得


率は 18％ 


・電力系統用大型蓄電池の設


置コスト約４万～20 万円/kWh


 


【2020 年】 


・世界全体の蓄電池市場（20 兆


円） の５割に当たる 10 兆円を


我が国関連企業が獲得 


・電力系統用大型蓄電池につ


いて、代替手段である揚水発


電と同等の設置コスト（2.3 万


円/kWh）を達成 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[グリーン成長戦略] 


重点施策④：グリーンイノベーションによる海洋の戦略的開発・利用 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等）
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


（海洋エネルギー・鉱物資源） 


・国内石油天然ガス基礎調査事業、海底熱水鉱床採鉱技術開


発等調査事業等（364 億円） 


・海洋資源調査研究の戦略的推進（137 億円） 


（海洋再生可能エネルギー） 


・洋上風力発電等技術研究開発（40 億円）及び海洋エネルギー


技術研究開発（38 億円） 


・浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業（115 億円） 


・洋上風力発電実証事業（16 億円） 


・浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発（0.4 億


円） 


（海洋産業・海上輸送） 


・海洋産業の戦略的育成のための総合対策（29 億円） 


・代替エネルギー船舶（天然ガス燃料船）に関する総合対策（0.4


億円） 


（環境整備） 


・遠隔離島における活動拠点整備（118 億円） 


・巡視船・航空機等の整備（348 億円） 


・海洋調査等の推進（20 億円） 


・沖ノ鳥島の管理・保全の充実と利用活用策の検討（120 億円の


内数） 


・「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」の着実な


実施 


・「海洋再生可能エネルギー利用促進に関する今後


の取組方針」の総合海洋本部決定（2012 年５月） 


・浮体式洋上風力発電施設技術基準の制定（2012


年４月） 


・長崎県五島市椛島沖にて、我が国初の浮体式洋


上風力発電の小規模試験機（100kW）の設置・運


転開始 


・千葉県銚子沖にて、沖合では我が国初となる着床


式洋上風力発電の大型実証機（2,400kW）を設置 


・海洋開発・海事分野におけるブラジルとの協力覚


書の調印（2012 年５月） 


・2012 年度までの４か年で総額 90 億円規模の船舶


の省エネ技術研究開発等を実施 


・国際海事機関（IMO）において条約の付属書改正


が採択され（2011 年 7 月）、CO2 排出規制が導入


（2013 年１月） 


・海洋鉱物資源探査に必要なセンサーや無人探査


機の開発等を実施 


・南鳥島（2010 年）、沖ノ鳥島（2011 年）における活


動拠点整備に着手 


・沖ノ鳥島の適切な管理・保全 


・海洋生物資源の持続的利用や産業創出につなが


る研究開発の実施 


 


【現状】 


・新たな総合戦略（海


洋基本計画）を 2012


年度中に策定し、目


標を設定。 


 


 


【2020 年】 


・海洋産業の振興 


・我が国の領海・EEZ・


大陸棚の積極的な


利活用の拡大 


・海洋開発関連新市


場の創出 


・海洋開発関連の新


産業創出に向けた技


術の高度化 


・海洋エネルギー・


鉱物資源の調査の


対象海域における


関係者との調整 


 


・海底を効率的に調


査するために必要


な船舶等のプラット


フォームの整備 


 


・洋上風力発電に関


し、洋上風況・波浪


特性の把握、風車


の塩害・落雷対策、


施工技術等の課題


の克服や、環境影


響評価に係る技術


的手法の確立 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[グリーン成長戦略] 


重点施策⑤：エネルギーの地産地消を実現するスマートコミュニティの構築及び海外展開 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・次世代エネルギー・社会システム実証事業費補助金（96 億円） 


・スマートマンション導入促進対策事業（91 億円） 


・被災地域情報化推進事業（スマートグリッド通信インタフェース導


入事業）（49 億円の内数） 


・スマートコミュニティのための通信ネットワーク実証事業（12 億円）


・国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業（239 億


円） 


・国際エネルギー使用合理化等対策事業（17 億円） 


・エネルギー需給緩和型インフラ・システム普及等促進事業委託費


（22 億円） 


・国際研究開発・実証プロジェクト（20 億円） 


2012 年度は、以下を実施。 


・次世代エネルギー・社会システム実


証事業費補助金（106 億円） 


・エネルギー管理システム（BEMS・


HEMS）導入促進事業費補助金（23


年度三次補正 300 億円、基金として


2013 年度まで執行） 


・被災地域情報化推進事業（スマート


グリッド通信インタフェース導入事


業）（23 年度三次補正 33 億円の内


数） 


・国際エネルギー消費効率化等技術・


システム実証事業（204 億円） 


・国際エネルギー使用合理化等対策


事業（17 億円） 


・インフラ・システム輸出促進調査等


委託事業（16 億円） 


・環境・医療分野等の国際研究開発・


実証プロジェクト（25 億円） 


【現状】 


・（パッケージ型インフラ海外展


開全体として）市場規模約 1.9


兆円（2010 年） 


 


【2015 年】 


・（パッケージ型インフラ海外展


開全体として）市場規模約 10


兆円 


 


【2020 年】 


・インフラ大国としての地位確


立 


・（パッケージ型インフラ海外展


開全体として）市場規模 19.7


兆円 


・再生可能エネルギー


機器やスマートグリ


ッド関連機器はコスト


が高いため、経済合


理性の成り立つ技術


の確立が急務 


 


・相乗効果を高めるた


め、ＦＳ事業と実証事


業に加え、インフラ輸


出に資する事業を一


体的に執行すること


が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


[ライフ成長戦略] 


重点施策⑥：革新的医薬品・医療機器創出のためのオールジャパンの支援体制、臨床研究・治験環境等の整備 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・創薬支援ネットワークの構築（計 68 億円） 


・重点領域の創薬研究開発の推進（139 億円）、アカデミア創薬のた


めの基盤整備（37 億円）、次世代がん研究戦略推進プロジェクト


（33 億円）、個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開


発（81 億円） 


・課題解決型医療機器等開発事業（45 億円）、非侵襲測定による診


断技術など先端計測分析技術・機器の開発（６億円）、日本発の


重粒子がん治療技術の高度化・海外展開（25 億円）、医療用超電


導加速器システム研究開発（37 億円）、医療機器・サービス国際


化推進事業（20 億円） 


・橋渡し研究加速ネットワークプログラム（38 億円）、早期・探索的


臨床試験拠点の整備（28 億円）、臨床研究中核病院の整備（61 億


円）、国立高度専門医療研究センターにおける橋渡し研究等推進


事業（43 億円） 


・審査の合理化・迅速化・質の向上と安全対策の強化（57 億円） 


・医療技術の費用対効果評価のためのデータベース整備（１億円） 


 


【税制改正要望】 


・研究開発税制の拡充 


2012 年度は、以下を実施。 


・創薬支援ネットワークの構築に向


け、創薬支援ネットワーク協議会・実


務担当者会議を開催し、各省横断


的な協議を実施 


・創薬支援ネットワークに関する規定


の整備を含め、医薬基盤研究所の


新法人化に係る法案について検討 


・2011 年度選定の早期・探索的臨床


試験拠点５病院に加え新たに選定し


た臨床研究中核病院５病院の整備


を推進 


・第 1 期「橋渡し研究支援推進プログ


ラム」にて採択した６拠点に加え新た


に１拠点を整備し、医療機器等を中心


に約 180 件の開発案件を支援 


・医工連携による医療機器の開発・改


良にかかる 76 件のプロジェクトを採


択 


・PMDA の薬事戦略相談を実施    


【現状】 


・治験届出数 628 件（2011 年


末）、国際共同治験数 121 件


（2011 年度末）、医師主導治


験数 10 件（2010 年度末） 


 


【2015 年度】 


・ネットワークによる支援対象の


検討シーズ数 100 件（累積） 


・治験届出数 800 件 


 国際共同治験数 150 件 


 医師主導治験数 20 件 


・薬事戦略相談（対面助言相


談）125 件 


 


【2020 年】 


・革新的医薬品・医療機器の創


出（ドラッグラグ、デバイスラグ


の解消） 


 


・創薬支援ネットワー


ク構築に必要な人材


の確保 


 


・選定された臨床研究


中核病院の適切な


整備促進のための


進捗管理が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[ライフ成長戦略] 


重点施策⑦：医療機器・再生医療の特性を踏まえた規制・制度等の確立、先端医療の推進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・医療機器等の開発・実用化促進のためのガイドライン策定事業


（0.7 億円） 


・登録認証機関を活用した後発医療機器の審査迅速化に資する事


業（４億円） 


・再生医療実現拠点ネットワークプログラム（87 億円）、高度な機能


を持つ器官再生のための基盤確立：理研（31 億円）、疾患特異的


iPS 細胞の収集・保存・提供：理研（５億円）、臨床研究の基盤整備


及び個別研究の支援・iPS 細胞等幹細胞を用いた創薬等研究の


支援・安全性等評価法策定支援及び患者の登録システム構築


（37 億円）、再生医療等産業化促進事業（15 億円） 


 


【制度改正】 


・次期通常国会までに薬事法改正法案提出を目指す等（医療機器


／再生医療） 


運用改善は対応可能なものから順次実施（医療機器） 


・機関特区の創設に向けた制度的措置の検討 


2012 年度は、以下を実施。 


・次期通常国会までに薬事法改正法


案提出を目指し、制度改正について


検討中（医療機器／再生医療製品）


・医療として提供される再生医療につ


いて、安全性を十分確保しつつ、実


用化を推進するための仕組みにつ


いて検討するため、厚労省に専門委


員会を設置 


・経産省において再生医療の実用化・


産業化に関する研究会を開催し、中


間取りまとめを公表（2012 年 11 月）


・「再生医療の実現化ハイウェイ」で


は、iPS 細胞を用いた加齢性網膜色


素変性症治療等の研究課題につい


て 2011 年度から支援を開始 


【現状】 


・新医療機器承認数 18、総審


査期間 16.5 カ月（2010 年度） 


・ヒト幹細胞を用いた研究の臨


床研究又は治験への移行数


１件（2012 年） 


 


【2015 年度】 


・新医療機器承認数 30、審査


期間 14 カ月 


・ヒト幹細胞を用いた研究の臨


床研究又は治験への移行数


約 10 件 


 


【2020 年】 


・革新的医薬品・医療機器の創


出（ドラッグラグ、デバイスラグ


の解消）、再生医療、個別化


医療及び生活支援ロボットの


開発・実用化、先端医療の推


進 


・技術の進歩に併せ


て関係法令やガイド


ラインも整備していく


必要がある 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[ライフ成長戦略] 


重点施策⑧：15 万人規模のバイオバンク構築による東北発の次世代医療等の実現 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・東北メディカル・メガバンク計画（56 億円） 


・オーダーメイド医療の実践プログラム（バイオバンク・ジャパン）（17


億円） 


・個別化医療推進のための患者ゲノムコホート研究推進事業（27億


円） 


・個別化医療に向けた疾患発症プロセス解明：理研（13 億円） 


・個別化医療に資する医薬品開発の推進（５億円） 


・がん薬物療法の個別適正化プログラム（10 億円） 


・医療 ICT のインフラ整備（49 億円の内数） 


【制度改正ほか】 


・遺伝情報の取り扱いに関する制度のあり方についての論点整理


と必要な措置の検討 


2012 年度は、以下を実施。 


・東北メディカル・メガバンク計画を着


実に推進するため、推進本部や実


施機関における課題別ワーキング


グループの開催など、事業の推進体


制を整備 


・東北メディカル・メガバンク計画にお


いて、2013 年度からのコホート調査


等の本格実施に向けて、震災の健


康影響調査を実施 


・健常者・疾患コホート研究やバイオ


バンクの取組及びその相互連携の


推進に向けた関係各省との検討を


開始 


・医療情報連携基盤の整備に対する


支援 


・遺伝情報の取り扱いに関する制度


のあり方に関する検討 


 


【現状】 


・コホート研究、バイオバンク事


業の連携・協力に向けて、関


係各省との検討を開始 


 


【2015 年度】 


・全国のコホート研究、バイオ


バンク事業の連携・協力機関


数 10 機関以上 


・2016 年までに 15 万人規模の


バイオバンク整備（東北メディ


カル・メガバンク計画） 


 


【2020 年】 


・革新的医薬品・医療機器の創


出（ドラッグラグ、デバイスラグ


の解消） 


・再生医療、個別化医療及び生


活支援ロボットの開発・実用


化、先端医療の推進 


・各事業を推進する各


省間の情報共有と推


進体制の構築 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[ライフ成長戦略] 


重点施策⑨：ロボット技術による介護現場への貢献や新産業創出／医療・介護等周辺サービスの拡大 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・ロボット介護機器開発・導入促進事業（33 億円）、福祉用具・介護


ロボット実用化支援事業（0.8 億円）、生活支援ロボット実用化プロ


ジェクト（10 億円）、BMI 技術を用いた自立支援、精神・神経疾患


等の克服に向けた研究開発（９億円）及び脳の仕組みを活かした


イノベーション創成型研究開発（６億円） 


・地域ヘルスケア構築推進事業（10 億円） 


 


【制度改革】 


・2013 年度末までに生活支援ロボットの安全基準、安全検証手法、


安全認証手法を確立 


・サービスロボットの対人安全に関する国際標準（ISO13482）化の


推進 


2012 年度は、以下を実施。 


・介護現場におけるロボット技術の活


用の重点分野の特定のための検討


・安全基準の開発に必要な生活支援


ロボットの安全に関するデータの収


集・分析 


・サービスロボットの対人安全に関す


る国際標準（ISO13482）化の推進 


・介護・リハビリ等の自立支援に資す


る BMI 技術の開発 


・医療・介護周辺サービス創出のため


の実証事業実施、医療機関と民間


サービス事業者の連携標準約款の


策定 


・課題対応事業促進法（継続審議）を


国会に提出 


【現状】 


・介護現場におけるロボット技


術の活用の重点分野につい


て検討中 


 


【2015 年度】 


・特定分野の介護ロボットの導


入台数 1,000～5,000 台 


 


【2020 年】 


・革新的医薬品・医療機器の創


出（ドラッグラグ、デバイスラグ


の解消） 


・再生医療、個別化医療及び生


活支援ロボットの開発・実用


化、先端医療の推進 


・医療機関と民間事業


者の連携を促進する


ための事業環境整


備（民間事業者のサ


ービスの質の見える


化等） 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[科学技術イノベーション・情報通信戦略] 


重点施策⑩：科学技術に係る人材育成の強化等による国際競争力強化 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等）
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題な


ど） 


【概算要求（予算・財投）】 


・博士課程教育リーディングプログラム（199 億円） 


・大型共用施設・設備の高度化など研究環境及び基盤の強化


（580 億円） 


・世界トップレベル研究拠点プログラム（98 億円） 


・頭脳循環を加速する若手研究者海外交流（22 億円）、海外特


別研究員・外国人特別研究員（JSPS 運営費交付金の内数） 


・研究大学強化促進費（105 億円） 


・サイエンス・インカレの推進（0.6 億円） 


・企業の研究現場における中長期インターンシップのマッチング


の枠組み構築等（２億円） 


・テニュアトラック制の普及・定着（67 億円）等 


・科学研究費助成事業（若手研究等）（2,401 億円の内数） 


・東北発 素材技術先導プロジェクト（15 億円） 


・つくばイノベーションアリーナにおける研究開発（145 億円） 


 


【税制改正要望】 


・国立研究開発行政法人への寄附に係る税制措置 


 


2012 年度は、以下を実施。 


・博士課程教育リーディングプログラ


ムの実施（116 億円） 


・第 180 回通常国会において独立行


政法人通則法の一部を改正する法


律案を提出 


・スーパーコンピュータ「京」の共用開


始など大型共用施設等整備の推進 


・世界トップレベル研究拠点プログラ


ム（89 億円）等、科学技術人材育成


に向けた事業の推進 


・産学協働人財育成円卓会議におけ


るアクションプラン取りまとめ（2012


年５月） 


・学術研究の大型プロジェクトの推進


に関する基本構想「ロードマップ」を


改訂（2012 年５月） 


【現状】 


・長期派遣研究者数 4,272 人(2010 年)


・外国人研究者の受入れ数 37,453 人


(2010 年)  等 


 


【2015 年度】 


・国際研究拠点に世界トップレベル研


究者を 180 人受入れ 


・長期派遣研究者数を2010年度からの


増加 


・外国人研究者の受入数の増加  等 


 


【2020 年】 


・優れた外国人研究者受入数を３倍 


・日本人海 外長期派 遣研究者 数を


2010 年度の２倍 


・国際研究拠点に世界トップレベル研


究者を 200 人受入れ 等 


・産業界の要請


するイノベーショ


ン人材と大学の


輩出する人材の


ミスマッチ 


 


・つくばイノベーシ


ョ ン ア リ ー ナ に


おける企業等と


の 共 同 研 究 の


積 極 的 拡 大 や


連 携 大 学 院 の


強化 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[科学技術イノベーション・情報通信戦略] 


重点施策⑪：基礎研究から実用化までのイノベーションの強化 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・政府の関与する研究開発投資を第４期科学技術基本計画に沿っ


て拡充（2013 年度概算要求での科学技術関係予算：41,056 億円）


・未来開拓研究の拡充（221 億円） 


・元素戦略プロジェクト〈研究拠点形成型〉の拡充（28 億円） 


・産学連携評価モデル・拠点モデルの構築と実証（５億円） 


・技術系ベンチャーの実用化開発支援（12 億円） 


・イノベーション創出のためのシームレスな研究の推進（722億円）、


センター・オブ・イノベーション（COI）の構築（110 億円）、科学技術


イノベーションによる地域活性化と国際競争力の強化（78 億円） 


・先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業（26 億円） 


・ナノテクノロジープラットフォームの拡充（27 億円） 


 


【税制改正要望】 


・研究開発税制の拡充 


2012 年度は、以下を実施。 


・第 181 回国会に内閣府設置法改正


法案（総合科学技術会議改組）提出 


・2013 年度科学技術重要施策アクシ


ョンプランの策定（2012 年７月）と対


象施策（123 施策）の特定 


・未来開拓研究（経産省：65 億円）と


元素戦略プロジェクト（文科省：23 億


円）を産学官一体・府省連携で開始 


・2012 年度税制改正として、研究開発


税制の時限措置である上乗せ措置


（増加型、高水準型）を２年（2013 年


度末まで）延長 


・総合科学技術会議において、イノベ


ーション実現に向けたシステム改革


（規制・制度改革、導入促進策等）に


ついて検討中 


・大学等が所有する研究施設・設備


の共用を推進（31 億円） 


【現状】 


・官民合わせた研究開発投資


Ｇ Ｄ Ｐ 比 ： 2010 年 度 実 績


3.6％、2011 年度見込 3.5％ 


 


【2015 年度】 


・TOP10％被引用論文数の世


界ランキングの向上 


・官民合わせた研究開発投資


ＧＤＰ比４％以上の達成  等 


 


【2020 年】 


・世界をリードするグリーン・イノ


ベーションとライフ・イノベーシ


ョンの成果創出 


・事業化に到る研究開発成果


の増加 


・官民合わせた研究開発投資


ＧＤＰ比４％以上の達成  等 


・科学技術イノベーシ


ョンの推進体制強化


の早期推進 


 


・民間の研究開発投


資の落ち込みに対応


するため、研究開発


投資促進に向けた各


種施策の検討・実施


が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[科学技術イノベーション・情報通信戦略] 


重点施策⑫：情報通信技術の徹底的活用と強固な情報通信基盤の確立 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・過疎地域など未整備地域における光ファイバ等の整備の推進（11


億円） 


・災害時の情報伝達基盤技術に関する研究開発（31 億円）、防災


情報通信基盤整備事業（50 億円）、消防救急無線デジタル化（20


億円）、Ｊアラートの整備（23 億円） 


・ビッグデータ時代に対応するネットワーク基盤技術の確立等（61


億円）、ＩＴ融合システム開発事業（15 億円）、次世代 IT 基盤構築


のための研究開発（６億円） 


・サイバー攻撃解析・防御モデル実践演習（15 億円）、マルウェア等


の攻撃情報の蓄積・高度解析環境構築（16 億円） 


【規制・制度改革】 


・「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に係る対処方針」


のフォローアップ・更新を継続的に実施 


・2012 年度の検討結果を踏まえ、必要に応じて、著作物のデジタル


化・ネットワーク化に柔軟に対応できる著作権制度を整備 


・2013 年中頃以降に周波数オークションを実施 


【その他】 


・政府CIOの設置（2012年８月）、「政府情報システム刷新実行計画


（仮称）」に基づく政府共通プラットフォームへの統合・集約化 


・「国民ＩＤ制度推進方針（仮称）」の策定 


・電子行政オープンデータに係るロードマップの策定 


・グリーンＩＴＳサービスの運用開始、交通管制の高度化等 


・「行政キオスク端末のサービス拡大


のためのロードマップ」「電子行政オ


ープンデータ戦略」「ＩＴ防災ライフラ


イン構築のための基本方針及びアク


ションプラン」の策定及び取組の推


進 


・オープンデータ流通推進コンソーシ


アム（2012 年７月）、クラウドテストベ


ッドコンソーシアム（2011 年 12 月）の


設立 


・ＩＴ融合フォーラムの設立（2012 年６


月） 


・「電波有効利用の促進に関する検討


会」における諸課題及び具体的方策


の検討 


・サイバー攻撃解析協議会の設立


（2012 年７月） 


・ＩＴＳの利用目的に応じて必要とされ


るプローブ情報の精度、内容等の検


証、その活用効果の検証 


【現状】 


・国連電子政府調査 2012（オン


ラインサービス指数）９位 


・超高速ブロードバンド基盤整


備 率 97.3 ％ 、 基 盤 利 用 率


44.7％（2012 年３月末現在） 


 


【2015 年度】 


・電子政府発展指数（国連）の


オンラインサービスの範囲・品


質に係る部分のランキングに


ついて TOP５以内 


・「光の道」（全世帯がブロード


バンドサービスを利用）の実現


等


【2020 年】 


・我が国の国民生活や企業経


済活動等を安定的に支える強


固な情報通信基盤の確立 


・情報通信技術の徹底的な利


活用による新市場の創出 


等


・国民 ID 制度の推進


について社会保障・


税番号制度との整合


的な検討（マイナン


バー法の成立等） 


 


・周波数オークション


制度を導入する「電


波法の一部を改正す


る法律案」が第 180


回通常国会に提出さ


れた後、継続審議 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[中小企業戦略] 


重点施策⑬：ちいさな企業に光を当てた施策体系の再構築 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・“ちいさな企業”未来補助金（50 億円） 


・新事業活動促進支援事業（31 億円） 


・戦略的基盤技術高度化支援事業（170 億円） 


・知識サポート・経営改革プラットフォーム構築（74 億円） 


・ものづくりマイスター活用技術・技能継承促進事業（12 億円） 


・若年技能者人材育成支援等事業（仮称）（35 億円） 


・地域商業再生事業（42 億円） 


・地域海外展開中小企業発掘・事業化支援事業（21 億円） 


・ODA を活用した中小企業等の海外展開支援に係る委託事業（40


億円） 


・ODA（ノンプロジェクト無償資金協力）による我が国中小企業製品


の途上国への供与（30 億円） 


・戦略的基盤技術高度化支援事業及びグローバル技術連携支援


事業、新事業活動促進支援事業において、小規模企業枠の設


定、申請手続の更なる簡素化等 


 


【税制改正要望】 


・創業時の登録免許税・印紙税の免税 


2012 年度は、以下を実施。 


・全国各地で「“ちいさな企業”未来会


議」を開催 


・中小企業経営力強化支援法の施行


・戦略的基盤技術高度化支援事業に


よる申請手続の簡素化を実施 


・大学等発ベンチャーの創出を支援


する事業を開始するとともに、技術


系ベンチャーの実用化開発を支援


する事業を実施 


・マイスターの対象分野、資格要件等


の検討開始 


・地域中小企業と大学等が連携し、学


生との関係構築からマッチング、新


卒者との採用・定着までの一貫した


支援を 26 地域で実施 


・中小企業海外展開支援大綱のとり


まとめ、改訂（2012 年３月） 


【現状】 


・開業率 4.5％、廃業率 4.1％


（2010 年度） 


・中小企業の海外売上比率：


2.8％（2010 年度、売上高に占


める輸出比率） 


 


【2015 年度】 


・開業率と廃業率の均衡 


・マイスター 数千人規模 


・中小企業の海外売上比率：


3.5％（2016 年度） 


 


【2020 年】 


・開業率が廃業率を定常的に


上回る 


・ものづくり指導者・マイスター


による後進者育成数 数万人


規模 


・中小企業の海外売上比率：


4.5％（2020 年度） 


・意欲はあるものの経


営知識が十分でない


者に対して、実践的


で生きた知識を届け


る必要 


・起業・創業のタイプ


に応じたきめ細かな


支援が必要 


・有望な中小企業の


効率的な発掘と海外


現地での支援強化 


・コミュニティ機能を継


続的・自立的に提供


できるようにするた


め、商店街の経営支


援の取組もあわせた


支援が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[中小企業戦略] 


重点施策⑭：金融円滑化法の期限到来も踏まえた中小企業等への支援（金融戦略にも再掲） 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・動産譲渡登記制度の利便性向上のためのシステム改修等の実


施（0.1 億円） 


・日本政策金融公庫における資本性劣後ローン（400 億円） 


 


【税制改正要望】 


・企業再生税制による再生の円滑化を図るための措置の特例等 


 


【規制・制度改革】 


・実質的に赤字でない中小企業の資産査定上の取扱いについて、


「金融検査マニュアルに関するよくあるご質問（FAQ）」に追加し、


運用を明確化 


・「中小企業金融円滑化法の期限到来に当たり、中小企業融資に


係る金融検査が過度に厳格なものとならないよう、配慮する」旨を


平成 24 検査事務年度検査基本方針に明記 


2012 年度は、以下を実施。 


・中小企業に対し、資本性借入金に


関する説明会を 161 回実施 


・「中小企業の経営支援に関する政策


パッケージ」に掲げた金融機関に対


する集中的なヒアリングの実施によ


る経営改善支援方針や取組状況等


の確認、企業再生支援機構及び中


小企業再生支援協議会の機能強


化・連携強化に係る施策等を実施 


・民間資金等を活用した中小企業支


援を検討 


・停止条件付個人保証契約等を検討


する研究会の立上げに向け調整中 


・金融機関による資本性資金の供給


促進策（５％出資規制の見直しを含


む）について、金融審・ワーキンググ


ループにおいて審議中 


・新興市場等の活性化等に向けた取


組の検討状況及び今後の対応方針


を取りまとめ、公表 


【2015 年度】 


・新たな金融手法（資本性借入


金、デットエクイティスワップ、


デットデットスワップ、ABL 等）


の普及・発展： 活用実績 20％


増（2010 年度比） 


・新興市場の新規上場企業数：


30％増（2010 年比） 


 


【2020 年】 


・新たな金融手法の普及・発


展： 活用実績 50％増（2010


年度比） 


・新興市場の新規上場企業数：


50％増（2010 年比） 


・動産譲渡登記制度


等については、その


仕組みや趣旨の理


解不足から問題点と


して指摘されるもの


も多いため、積極的


な広報活動が必要 


 


・５％出資規制の見直


しに当たっては、独


占禁止法との関係に


留意が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


[農林漁業再生戦略] 


重点施策⑮：戸別所得補償制度の更なる推進と新規就農の促進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・戸別所得補償制度（所要額 6,901 億円） 


（うち規模拡大加算（所要額 100 億円）） 


 


 


・人・農地プラン作成事業等（20 億円） 


 


 


・新規就農総合支援事業（349 億円） 


 


 


・農地集積協力金（65 億円） 


 


 


・農業体質強化基盤整備促進事業（220 億円） 


 


 


2012 年度は、以下を実施。 


・意欲ある農業者が安心して農業を


継続できるよう、販売価格が生産費


を恒常的に下回っている作物を対象


に戸別所得補償制度を適切に推進 


・地域の人と農地の問題を一体的に


解決するため「人・農地プラン」の作


成を促進 


・青年の就農意欲の喚起と就農後の


定着を図るため、新規就農総合支


援事業（136 億円）を実施 


・戸別所得補償制度の規模拡大加算


（受け手支援）や農地集積協力金


（出し手支援）等により、農地集積を


加速化 


・水田の畦畔除去等による区画拡大


を含め、ほ場の大区画化・汎用化を


推進 


・2009 年改正農地法の適切な運用 


（遊休農地解消措置の徹底活用等）


 


【現状】 


・食料自給率カロリーベース


39％、生産額ベース 66％ 


・耕地利用率 92％ 


・40 歳未満の就農者の定着は


年間１万人程度 


 


【2016 年目途】 


・毎年２万人の青年就農者定着


・平地で20～30ha、中山間地域


で 10～20ha の経営体が耕地


面積の８割程度を占める土地


利用型農業構造の確立 


 


【2020 年】 


・食料自給率カロリーベース


50％、生産額ベース 70％ 


・耕地利用率 108％ 


・戸別所得補償制度


については、地方自


治 体 や 農 業 者 の


方々から、制度を安


定 的 に 継 続 す る た


め、早期の法制化を


求められているとこ


ろ 


 


・集落・地域での話合


い に 基 づ く 適 切 な


「人・農地プラン」の


作成・実行に継続的


に取り組むことによ


り、農地集積を促し、


農業の体質強化を


図る必要 







16 
 


日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[農林漁業再生戦略] 


重点施策⑯：６次産業化等夢のある農林漁業の実現 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・６次産業化・成長産業化（500 億円、財投 350 億円（農林水産省）、


46 億円（経済産業省）） 


 － 株式会社農林漁業成長産業化支援機構による資本の提供等


・エネルギー生産への農山漁村資源の活用促進（252 億円） 


 － 地域還元モデルの構築、小水力発電施設の整備、地域のバ


イオマスを活用した事業化の推進等 


・森林・林業再生（1,791 億円） 


 － 森林管理・環境保全直接支払制度等 


・水産業再生（1,262 億円） 


 － 資源管理・漁業所得補償対策等 


 


【税制改正要望】 


・森林吸収源対策等の推進に資する税制措置 


 


【方針策定等】 


・2013 年１月を目途に「『食』に関する将来ビジョン」を改訂し、健康・


教育・観光等の様々な領域で「食」を活用していく取組等を加速化


2012 年度は、以下を実施。 


・６次産業化に向けた新商品開発、販


路開拓等を支援 


・９月に株式会社農林漁業成長産業


化支援機構法が公布、2013 年２月


初頭に機構を設立予定 


・農山漁村における再生可能エネル


ギー電気の発電の促進に関する法


律案を国会提出（継続審議） 


・エネルギー規制・改革アクションプラ


ン重点課題を着実に推進 


・４月に 2011 年改正森林法が施行、


新たな森林経営計画制度の運用を


開始 


・３月に水産基本計画を閣議決定、こ


れに基づく取組を着実に実施 


・食ビジョン検討本部を２回開催、７月


に「食に関する将来ビジョンの加速


化について」をとりまとめ 


【現状】 


・６次産業化の市場規模は１兆


円程度 


 


【2015 年目標】 


・６次産業化の市場規模３兆円


 


【2020 年】 


・６次産業化の市場規模 10 兆


円 


・木材自給率 50％以上 


・魚介類（食用）の自給率 70％


（2022 年） 


・農林漁業者が６次産


業化に向けた事業展


開を図る際の資本力


の弱さ、市場動向を


把握する難しさ及び


異業種との連携の難


しさへの対応が必要 


・地域の農林漁業の


健全な発展と調和の


とれた形での再エネ


導入拡大が課題 


・森林・林業や水産業


の再生には、関係者


の意識共有・連携強


化や国民の理解が


必要 


・森林吸収源対策推


進には、財源の安定


的な確保が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[金融戦略] 


重点施策⑰：国民金融資産の形成支援を通じた成長マネーの供給拡大 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・（財）民間都市開発推進機構による金融支援（600 億円（政府保


証））及び金融支援実行時期の前倒し 


・不動産価格指数（住宅）の精度・速報性の向上に向けた取組（不


動産取引価格情報提供制度における電子回答の導入やコールセ


ンターの設置等）に係る概算要求（4 億円） 


 


【税制改正要望】 


・日本版 ISA の恒久化等（金融経済情勢が急変の場合は、証券軽


減税率の延長を要望） 


・教育資金に係る資産の世代間移転促進のための贈与税非課税


措置 


・ふるさと投資に係る損益通算、損失繰越 


・J リート買換特例の活用 


・特例事業者（仮称）が営む不動産特定共同事業において取得す


る不動産に係る特例措置の創設 


 


【規制・制度改革】 


・不動産特定共同事業法の一部を改正する法律案を閣議決定、国


会へ提出 


2012 年度は、以下を実施。 


・確定拠出年金について、「拠出限度


額の使い残し対策」「分散投資の促


進」に係る通知発出等に向け関係団


体と調整。限度額拡大策、加入対象


者拡大について検討 


・休眠預金について、コスト面等に係


る調査実施・結果公表。また、意見


交換会において、活用分野、方法等


についての意見を整理、公表 


・ふるさと投資プラットフォームの構築


に向け協議会立ち上げ 


・投資信託・投資法人法制の見直し 


につき、関連法案提出に向け検討 


・組合への現物出資促進について、


関係省庁間で意見交換を実施 


・不動産の世代間移転に向けた検討


会の開催 


・（財）民都機構による金融支援 


【現状】 


・確定拠出年金の企業型年金


実施事業主数 1.64 万社、マッ


チング導入事業所割合 6.7％ 


 


【2015 年度】 


・企業型実施事業主数 1.7 万


社、マッチング導入割合 10％ 


・ふるさと投資の組成ファンド総


額 50 億円 


・Jリート資産規模40％増（2011


年度比） 


 


【2020 年】 


・企業型実施事業主数 2.0 万


社、マッチング導入割合 20％ 


・日本版 ISA 投資総額 25 兆円


・ふるさと投資の組成ファンド総


額 150 億円 


・Jリート資産規模倍増（2011年


度比） 


・確定拠出年金につ


いて年金制度全体


の見直しも踏まえ検


討 


・日本版 ISA について


金融機関によるシス


テム対応及び国民の


認知度向上により活


用を図る必要 


・教育資金の適切な


管理や目的外使用


の防止などに配慮す


る必要 


・ふるさと投資の推進


に当たり、関係者間


において問題意識が


共有され、実現可能


な対応策を採る必要 


・Ｊリートの資産規模


について、制度整備


の効果の発現には


一定期間を要するこ


となどに配慮が必要 


 







18 
 


日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[金融戦略] 


重点施策⑱：政策金融・官民連携による資金供給の拡大 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・GPIF のガバナンス強化について、所要の予算（0.1 億円）（法人改


廃等要求、税制改正要望も提出） 


・産業革新機構について、ライフサイエンス、新エネルギー、ベンチ


ャー等への投資に係る投資財源（産投資金 100 億円） 


・農林漁業成長産業化支援機構に対する出資・融資に係る予算


（産投出資 250 億円、産投貸付 100 億円） 


・民間資金等活用事業推進機構に対する出資・融資に係る予算


（産投出資 100 億円、2,300 億円（政府保証）） 


 


【税制改正要望】 


・公社等が発行するレベニュー債の海外投資家受取利子非課税措


置の全国自治体公社等への対象拡大 


 


【規制・制度改革】 


・民間資金等活用事業推進機構の創設を内容とする PFI 法改正法


案を国会に提出（継続審議中） 


2012 年度は、以下を実施。 


・公的・準公的セクター資金の運用の


在り方に係る検討に向け調整 


・GPIFのガバナンス強化について、検


討会を開催し、次期通常国会への


法案提出に向け検討 


・円高対応緊急ファシリティについて、


2012 年度末まで期間を延長 


・産業革新機構について、ベンチャー


投資等の為の体制強化に取組中 


・９月に株式会社農林漁業成長産業


化支援機構法が公布、2013 年２月


初頭に機構を設立予定 


・日本政策投資銀行において、実務


家による「カバード・ボンド研究会」を


開催し、報告書を 2011 年７月に公表


【現状】 


・６次産業化の市場規模は１兆


円程度 


 


【2015 年度】 


・６次産業化市場規模３兆円 


 


【2020 年】 


・官民連携による成長マネーの


供給拡大 


・６次産業化市場規模 10 兆円 


・ファンドの出融資事業も含め、


PFI 事業規模全体として、2010


～20 年で約 10 兆円以上 


・公的・準公的セクタ


ー資金の運用につい


て、資金の性格を考


慮する必要 


・GPIF のガバナンスに


ついて、独立行政法


人制度改革との整合


性に留意する必要 


・農林漁業者が６次産


業化に向けた事業展


開を図る際の資本力


の弱さ、市場動向を


把握する難しさ及び


異業種との連携の難


しさへの対応が必要 


・カバードボンドにつ


いては、ニーズや預


金者保護・預金保険


制度への影響等を


踏まえて、導入の必


要性を検討する必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[金融戦略] 


重点施策⑲：アジアにおける我が国企業・金融機関・市場の地位確立  
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・官民ラウンドテーブル等での具体的な検討（0.3 億円） 


 


【税制改正要望】 


・デリバティブを含む金融商品に係る損益通算範囲の拡大 


・投資法人による SPC を通じた海外不動産取得の促進に向け、税


制上の 50％以上保有規制の撤廃 


 


【規制・制度改革】 


・総合的な取引所実現に向けて金融商品取引法等の一部を改正す


る法律が成立、公布 


・外国保険会社の買収等に係る子会社の業務範囲規制の緩和の


ための施行規則等の整備・施行 


・中小企業経営力強化支援法が施行され、中小企業の海外子会社


の資金調達を円滑化 


・JOGMEC のリスクマネー供給機能強化のための改正法が成立 


・コーポレートガバナンスに関し、関連要綱が法制審議会総会にお


いて取りまとめられ、会社法の改正法案等を作成中 


2012 年度は、以下を実施。 


・東証におけるプロ向け社債市場の


定着・発展のための計画表の作成


状況を継続的にチェック 


・国際展開促進に向けた国内金融規


制緩和に関して、有識者による WG


において議論を進めている 


・金融機能の向上・活性化に向けて


官民共働で課題克服を目指す官民


ラウンドテーブルを立上げ 


・「ASEAN＋３債券市場フォーラム」を


継続的に開催し、「域内債券共通発


行プログラム」の策定、域内決済シ


ステムに係る議論を実施 


・JBIC とインド地場銀行との間で、日


本企業の進出支援の体制整備に係


る覚書を調印 


・「総合的な取引所」に係る関係者意


見交換会を開催し、関係３省庁の政


務より、関係者に対し、「総合的な取


引所」実現のための協力を要請 


・「商品先物取引活性化等協議会」を


設置、第１回会合を開催 


【現状】 


・アジア債券市場規模（ASEAN


６カ国）は、9,852 億ドル（2012


年６月末） 


 


【2015 年度】 


・アジア債券市場規模 50％増


（2011 年比）（ASEAN６カ国） 


 


【2020 年】 


・総合的な取引所において、世


界から資金を呼び込み、取引


所順位アジアトップを目指す 


・アジア随一の先進的かつ安定


的な市場 


・アジアを含む国内外の資金循


環の中核（対外・対内証券・直


接投資の持続的な増大） 


・ ア ジ ア 債 券 市 場 規 模 倍 増


（2011 年比）（ASEAN６カ国） 


・ABMI（アジア債券市


場育成イニシアティ


ブ）の取組は ASEAN


＋３各国との政策協


調が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[観光立国戦略] 


重点施策⑳：訪日外国人旅行者の増大に向けた取組、受入環境水準の向上 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業）（58 億円） 


・訪日外国人旅行者の受入環境整備事業（５億円） 


・東南アジア・訪日 100 万人プラン（６億円） 


 


・外航大型クルーズ船の入港時の審査体制を強化し、出入国管理


システムの適切な運用・更新をする（観光立国推進のための出入


国管理の強化：９億円） 


 


・羽田における 24 時間国際拠点空港化の推進（国際線地区の拡


充、Ｃ滑走路延伸事業等）（206 億円の内数） 


・成田における同時平行離着陸方式の効率的な運用に資する監視


装置の整備等（45 億円の内数） 


・新関空会社への補給金及び関空・伊丹両空港の航空保安施設の


更新等（75 億円） 


 


【その他】 


・「訪日外国人 2,500 万人時代の出入国管理行政検討会議」にて、


訪日外国人の円滑かつ適正な出入国審査の方策を検討 


・引き続き、欧州等各国とのオープンスカイ協議を推進し、羽田空


港昼間時間帯の運航に関する枠組みについての協議を実施 


・新関空会社において関空・伊丹両空港の事業価値の最大化を図


り、事業運営権の早期売却（コンセッション契約）に向けた取組を


実施 


2012 年度は以下を実施。 


・訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパ


ン事業）（49 億円） 


・訪日外国人旅行者の受入環境整備


事業（９億円） 


・東北・北関東インバウンド再生緊急


対策事業（６億円） 


・中国人個人観光客に対し、東北三


県（岩手、宮城、福島）への数次観


光査証の運用を開始。また一定の


要件を満たすタイ人、マレーシア人、


インドネシア人に対し、短期滞在数


次査証の運用を開始 


・羽田における 24 時間国際拠点空港


化の推進 


・成田における同時平行離着陸方式


の効率的な運用に資する監視装置


の整備等 


・関空・伊丹両空港を経営統合し（７


月）、新会社及び関空土地保有会社


に係る諸税の特例措置等を実施 


・７カ国とオープンスカイに合意（累計


22 カ国・地域、日本発着総旅客数に


おける割合 87％） 


・羽田空港昼間時間帯の運航に関す


る枠組みについてフランス、中国、シ


ンガポールと合意 


【現状】 


・訪日外国人旅行者 900 万人


（2012 年目標）〈622 万人：


2011 年実績〉 


 


【2015 年度】 


・訪日外国人旅行者 1,800 万人


（2016 年） 


・空港での最長審査待ち時間


20 分（2016 年） 


 


【2020 年】 


・訪日外国人旅行者 2,500 万人


・羽田の 24 時間国際拠点空港


化等首都圏空港の強化 


・関空の再生と国際競争力の


強化 


 


・外国人の犯罪件数、


不法残留者数を見極


めつつ査証の各制


度の見直しに取り組


む 


 


・実施した査証新制度


の運用状況を精査し


た上で更なる見直し


を検討 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[観光立国戦略] 


重点施策㉑：観光需要の喚起 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等）
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・成田空港の LCC 専用ターミナル整備推進（45 億円の内数：CIQ


部分の整備） 


・那覇空港の国際線ターミナル地区再編（52 億円の内数： 新ター


ミナルビルの CIQ 施設、エプロン整備等） 


・ニューツーリズム（エコツーリズム、スポーツツーリズム他）の推


進：エコツーリズム総合推進事業（0.2 億円） 


 


・観光地域ブランド確立支援事業（２億円） 


・観光地域評価事業（0.5 億円） 


・東北地域観光復興対策事業（３億円） 


・地域観光イノベーション促進事業（0.7 億円） 


・テーマ性を持った広域連携のあり方調査事業（0.3 億円） 


・文化芸術を活かした観光振興 


 


・MICE のマーケティング戦略の高度化、誘致対象の掘り起こし


（訪日旅行促進事業の内数） 


・地域における家族の時間づくり促進事業（0.2 億円） 


・柔軟な学校休業の設定に関する調査事業（0.1 億円） 


 


【規制・制度改革】 


・国管理空港等の経営改革の検討（２億円） 


・休暇取得の分散化について継続検討 


2012 年度は以下を実施。 


・関空の LCC 専用ターミナル、成田の


LCC 用国内線暫定施設の供用開始 


・那覇空港の国際線ターミナル地区再


編（49 億円の内数： 新ターミナルビル


の CIQ 施設、エプロン整備等） 


・ニューツーリズムの推進：エコツーリズ


ム総合推進事業（0.3 億円） 


・観光地域プラットフォーム支援事業（２


億円） 


・観光地域の評価のあり方の基礎検討


・東北観光博（３億円） 


・地域観光イノベーション促進事業（0.9


億円） 


・文化芸術を活かした観光振興 


・MICE の海外プロモーション事業、誘


致段階の支援事業等（訪日旅行促進


事業の内数） 


・「家族の時間づくりプロジェクト」実施


（0.3 億円） 


・ポジティブ・オフ運動の実施（0.5 億円）


・「民間の能力を活用した国管理空港


等の運営等に関する法律案」の提


出、個別空港について検討実施（２億


円） 


・休暇取得の分散化について継続検討


【現状】 


・国内の旅行消費額 2010 年：


23.8 兆円 


・日本人の国内旅行の 1 人あた


り宿泊数 2010 年： 2.12 泊 


・国際会議開催件数 2010 年


741 件 


 


【2015 年度】 


・国内における旅行消費額 30


兆円（2016 年） 


・日本人の国内旅行の 1 人あた


り宿泊数 


2.5 泊（2016 年） 


・国際会議開催件数を５割以上


増加（2016 年） 


 


【2020 年】 


・新規需要の喚起により、国内


外航空旅客輸送の LCC 比率


を欧米並み（２～３割程度）と


する 


・国管理空港（27 空港）等につ


いて空港経営改革の実現 


・国内観光需要の創出効果：約


１兆円 


・国管理空港等の経


営改革の検討につ


いては、地元自治体


など関係する当事者


との調整を行って実


施 


 


・休暇の分散化につ


いては、震災後の国


民生活、経済活動等


への影響及び国民


的コンセンサスの状


況を踏まえ継続検討 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[アジア太平洋経済戦略] 


重点施策㉒：アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）の構築を含む経済連携の推進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 
（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 


これまでの主な取組 目標等 
備考 


（実施上の課題など） 
高いレベルの EPA・FTA を戦略的かつ多角的に推進するととも


に、その実現のために必要な国内改革を加速・推進。特に FTAAP


を目指し、国益の確保を大前提として、守るべきものは守りながら、


TPPと、日中韓FTA、東アジア地域包括的経済連携（RCEP）を同時


並行的に推進 


・APEC エコノミーとの交渉・協議（日中韓 FTA、東アジア地域包括


的経済連携（RCEP）、TPP、日韓 EPA、日豪 EPA、日加 EPA） 


・APEC 域外国との交渉（WTO ドーハ・ラウンド、WTO/ITA(情報技


術協定)、日 EU・EPA、日コロンビア EPA、日モンゴル EPA、日トル


コ EPA） 


【規制・制度改革】 


経済連携強化のための国内制度改革等の実施 


・「いわゆる非関税措置等の改革への積極的取組」に関し、必要な


制度改革の検討・実施 


・「政府調達市場の透明性向上等」 


・動植物検疫措置の充実強化 


・検疫体制の強化 


【その他】 


貿易関連手続きの一層の簡素化 


・通関関係書類の電子化・ペーパーレス化 


・NACCS と動植物検疫や食品衛生手続などの関係省庁手続シス


テムとの統合 


・EPA に基づく原産地証明書の発給手続の更なる迅速化、簡素化 


・アジアにおける切れ目のない貨物の流れを実現するという「アジ


ア・カーゴ・ハイウェイ」構想に基づく関税技術協力等 


2012 年度は、以下を実施。 


・日中韓 FTA：年内の交渉開始で一致


・RCEP：首脳に 11 月の交渉立ち上げ


を提言することで合意 


・TPP：交渉参加に向けた関係国との


協議を進めている、６カ国から基本的


な支持 


・日豪：交渉を着実に進展 


・日加：交渉開始につき一致 


・日 EU：スコーピング作業が終了 


・日コロンビア：交渉開始につき一致 


・日モンゴル：６月に第１回交渉会合を


実施 


・日トルコ：共同研究開始につき合意 


・「規制・制度改革に係る方針」を７月


10 日に閣議決定（EU の関心にも応え


る取組を数多く含む。） 


・政府調達協定を改正（2012 年３月改


正議定書採択） 


・2011 年の家畜伝染病予防法、植物防


疫法施行規則等の改正により、検疫


措置の体制強化 


・輸出入申告における提出書類の簡素


化、EPA に基づく原産地証明手続き


の事務合理化・手続き簡素化等 


【現状】 


・通関関係書類はすべて書面


により提出(2011 年度) 


・EPA カバー率 19％(2011 年)


 


【2014 年度まで】 


・通関関係書類の電子化・ペ


ーパーレス化率７割以上の


達成 


 


【2015 年度】 


・EPA カバー率 30％程度 


 


【2020 年】 


・EPA カバー率 80％程度 


・アジア太平洋自由貿易圏


（FTAAP）の構築を含む経済


連携の推進 


・世界の主要貿易国と


の間で、世界の潮流


から見て遜色のない


高いレベルの経済連


携を進めること 


 


・高いレベルの経済連


携に必要となる競争


力強化等の抜本的


な国内改革を推進す


ること 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[アジア太平洋経済戦略] 


重点施策㉓：パッケージ型インフラ海外展開支援 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・貿易投資促進事業（15 億円の内数） 


・海外インフラプロジェクトの推進、建設業の海外展開の推進（39 億


円の内数） 


・パッケージ型インフラ海外展開の拡充（29 億円） 


・ICT 海外展開の推進（12 億円の内数） 


・二国間オフセット・クレジット制度の開始及び拡充に向けた二国間


協議の推進（53 億円（経産省）、41 億円（環境省）） 


 


【規制・制度改革】 


・貿易保険の仕組みおよび機能の見直し（2013 年に関連法の改正


を目標） 


 


【その他】 


・JICA 海外投融資につき、パッケージ型インフラ海外展開関係大臣


会合にて本格再開が決定 


2012 年度は、以下を実施。 


・インド・DMIC のプロジェクトリスト作


成やインドネシア・ジャカルタ MPA、


ミャンマー・ティラワ等のマスタープラ


ン策定への協力（実施中） 


・日インド・日インドネシア間の閣僚級


対話の強化（実施中） 


・日タイ防災担当閣僚級会合立ち上


げに向け調整中 


・研修受入、要人招聘、専門家派遣


（新興国の政府系企業等の実務者


等に対する研修、専門家派遣）（実


施中） 


・円高対応緊急ファシリティを活用し


た資源確保・M&A への支援（実施


中） 


【現状】 


・（パッケージ型インフラ海外展


開全体として）市場規模約 1.9


兆円（2010 年） 


 


【2015 年度】 


・（パッケージ型インフラ海外展


開全体として）市場規模約 10


兆円 


 


【2020 年】 


・インフラ大国としての地位確


立 


・（パッケージ型インフラ海外展


開全体として）市場規模 19.7


兆円 


 


・１件ごとの受注競争


ではなく、面的開発


のマスタープランづく


りの段階での関与 


 


・プロジェクトの構想


段階及び施行後の


管理・運営段階に至


るまで一貫してプロ


デュースできるプレイ


ヤーの育成 


 


・海外生産拠点の活


用や現地企業・外国


企業との連携促進に


よる価格競争力の強


化等 







24 
 


日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[アジア太平洋経済戦略] 


重点施策㉔：新興国の中間層など世界の成長市場の開拓、クールジャパンの推進等 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・「新興国での新中間層獲得による日本再生」事業（25 億円） 


・新興市場開拓人材育成支援事業（15 億円） 


・海外建設市場データベースの構築等、我が国建設業の海外展開


の促進事業（２億円） 


・戦略的国際標準化加速事業（15 億円） 


・先進技術に関する認証体制構築、パイロット認証実施（20 億円） 


・クリエイティブ分野を含む成長分野等における中核的専門人材養


成の戦略的推進（2012 年度からの継続） (18 億円） 


・2012 年度を踏まえ、技術規格の策定に寄与する多様な端末・アプ


リケーション間での実証実験（２億円） 


・地域資源の発掘と海外向けネットワーク構築及び地域・国境を越


えた連携事業の構築・成功モデル化（クールジャパンの芽の発


掘・連携促進事業 10 億円） 


 


【規制・制度改革】 


・コンテンツ特区において得られた成果の他地域への適用可能性


について検討／新たなコンテンツ特区に係る構想に関し規制緩和


の必要性を検討 


・インド、インドネシア等で日本企業展


開の拠点開発プロジェクトを実施 


・途上国からの産業人材受け入れ実


施、若手邦人の新興国への派遣を


新規開始 


・建設業における契約・リスク管理の


強化、情報収集・提供の強化等実施


・国際標準化戦略特定戦略分野の新


規選定検討を開始 


・「トップスタンダード制度」運用開始 


・先進技術に関する認証体制構築、


パイロット認証実施 


・クリエイティブ分野を含む成長分野


等における中核的専門人材養成の


戦略的推進（５億円） 


・スマートテレビ標準化実証実験（２億


円） 


・「札幌映像機構」の設置等、札幌コ


ンテンツ特区の推進（コンテンツ産業


強化対策支援事業） (２億円） 


【現状】 
・新興国における産業人材の
育成 2,325 人（2012 年 10 月
末時点） 


・建設業の新規海外受注高 
 1.3 兆円（2011 年度） 
・国際標準化機関幹事国引受
数 74 件（2008 年末） 


・クールジャパン関連市場規模
約 4.5 兆円（2009 年度） 


 
【2015 年度】 
・新興国における産業人材の
育成 約１万６千人 


・建設業の新規年間海外受注
高 1.5 兆円以上 


・国際標準提案件数 倍増 
・国際標準化機関の幹事国引
受数 欧米並み 


・クールジャパン関連市場規模
9.3 兆円（2016 年度） 


 
【2020 年】 
・新興国における産業人材の
育成 累積３万６千人 


・建設業の新規年間海外受注
高 ２兆円以上 


・国際標準化機関における議
長・幹事国引受数 倍増（150
件） 


・クールジャパン関連市場規模
17 兆円 


・海外事業拡大（新規


進 出 、 新 分 野 参 入


等）に際しての、情


報・ノウハウ強化 


・アジア諸国等との連


携強化 


・国際標準化にかかる


人材の育成 


・W３C におけるスマー


トテレビに関連する


規格の検討に、我が


国の要求条件が反


映されるよう、国際


的なステークホルダ


ーとの調整や動向の


把握等を継続的に実


施 


・コンテンツ特区の成


果を最大限に発揮す


るために必要な手続


の 円 滑 化 、 規 制 緩


和、インセンティブ構


築等 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[アジア太平洋経済戦略] 


重点施策㉕：ヒト・モノ・カネの受入拡大とアジア拠点化の推進等 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・高度人材に対するポイント評価に係る経費（0.1 億円） 


（制度開始後１年を目途に実施状況を分析し、その結果を踏ま


え、関係省庁、経済界・労働界を交えて制度の見直し及び在留


期間の更新の取扱い並びに目標設定について検討） 


・経済連携協定（EPA）に基づく看護師・介護福祉士候補者の学


習支援の充実、日本語能力等強化に係る経費（８億円） 


（尼、比、越からの候補者に対する日本国内での国家試験に向


けた学習支援の充実等及び帰国後の再チャレンジ支援、現地で


の日本語能力等の強化に取り組む） 


・物流設備（パレット）の標準化推進、北東アジア物流情報サービス


ネットワークを相互接続する取り組みの実施（1,818 億円の内数）


等 


・我が国物流システムの海外展開に係る国別・地域別戦略策定準


備 


【規制・制度改革】 


・総合特区制度において、指定地方公共団体から提案されている


規制の特例措置（優先提案）についての協議を通じて、引き続き


現行基準に該当しない専門・技術人材が本邦で活動を行うための


要件について検討 


【その他】 


・国際広報連絡会議の下部組織として「対日直接投資広報サブグ


ループ」を創設し、府省庁等と連携。広報関連情報の一元化等に


取り組んでいる 


2012 年度は、以下を実施。 


・ポイント制を活用した出入国管理上の


優遇措置を講ずる制度を５月に導入 


・日本貿易振興機構等を通じたポイント


制の広報を実施 


・「アジア拠点化推進法」の施行（11


月）、「アジア拠点化立地補助金」の公


募（11 月まで） 


・法人実効税率５％引下げ（2012 年度


以降の３年間は復興特別法人税が課


される） 


・経済連携協定（EPA）に基づく看護師・


介護福祉士候補者につき、国内での


学習支援・訪日前研修、帰国後の再


チャレンジ支援等を実施 


・日本の看護・介護制度への理解促進


のための能力強化プロジェクトを実


施・検討 


・2012 年度看護師・介護福祉士国家試


験において、試験時間の延長及び全


ての漢字にふりがなを付与する対


応を実施予定 


・日中韓の物流設備の規格の標準化、


港湾物流情報システムの船舶関係情


報について相互接続の実施 


【現状】 


・外資系企業の雇用 


86 万（2009 年） 


・対日直接投資残高 


17.5 兆円（2011 年末） 


・主要物流企業の海外市場売


上高比率 33％（2011 年度）


 


【2015 年度】 


・法務省において制度開始後


１年を目途に実施状況を分


析し、その結果を踏まえ目標


設定について検討 


・(2012～2015 年)高付加価値


拠点の増加数：120 


・主要物流企業の海外市場売


上高比率 40％ 


 


【2020 年】 


・高度海外人材の集積拡大、


在留高度外国人材の倍増 


・高付加価値拠点数の増加


（毎年 30 拠点）、外資系企業


の雇用 200 万人、対日直接


投資残高 35 兆円 


・国内投資と雇用の拡大 


・主要物流企業の海外市場売


上高比率 50％ 


・ポイント制度開始後


１年を目途に実施状


況を分析・検討する


こととなっていること


から、実施上の課題


の検討は 2013 年以


降となる 


・対日投資企業による


復興特区など制度の


活用をより一層促す 


・経済連携協定（EPA）


に基づく看護師・介


護福祉士候補者に


ついては、国内での


学習支援の充実等


各種施策の円滑な


実施が課題 


・我が国物流システ


ムの海外展開推進


にあたり、物流設備


等の標準化、物流関


連規制等について


の相手国政府の理


解促進 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[アジア太平洋経済戦略]  


重点施策㉖：農林水産物等の輸出促進と國酒など我が国「食」の海外市場拡大 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・輸出総合サポートプロジェクト（14 億円） 


・日本の食文化の海外発信（38 億円） 


 － おいしい日本プロジェクトの推進、2015 年ミラノ国際博覧会政


府出展に向けた準備 


 


 


 


 


 


 


【方針策定等】 


 「國酒等の輸出促進プログラム」の策定（2012 年９月）、関係府省


による「國酒等の輸出促進連絡会議」の開催 


2012 年度は、以下を実施。 


・政府一体となった各国・地域の輸入


規制緩和・撤廃に向けた働きかけの


実施等 


・ジャパン・ブランドの確立に向けたマ


ーケティング体制の構築、ジェトロ等


関係機関との連携体制強化 


・科学的知見に基づいた各国・地域と


の検疫協議の実施 


・海外における日本食文化の発信 


・「ENJOY JAPANESE KOKUSHU（國


酒を楽しもう）推進協議会」を開催


し、日本酒・焼酎の魅力の認知度の


向上と輸出促進に取り組むための


方策について幅広く意見聴取、意見


交換 


【現状】 


・農林水産物・食品の輸出額 


4,511 億円（2011 年） 


 


【2016 年】 


・農林水産物・食品の輸出額 


7,000 億円程度 


 


【2020 年】 


・農林水産物・食品の輸出額 


１兆円水準 


・昨今の円高や東京


電力福島第一原子


力発電所事故の影


響による輸入規制等 


 


・輸出に取り組む事業


者の裾野の拡大と取


組の質の向上 


 


・日本の食文化を一


般生活者層まで普及


し輸出拡大の環境整


備を図る必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[生活・雇用戦略] 


重点施策㉗：若者を取り込んだ成長に向けた戦略的取組の推進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・学校、地域、産業界等が連携し、地域に密着したキャリア教育を


支援する「地域キャリア教育支援協議会（仮称）」の設置促進（全


国８ブロック 16 地域、0.6 億円） 


・ジョブサポーターの全校担当制、大学などへのジョブサポーター


相談窓口設置・出張相談の強化（６億円） 


・若者の採用・育成に積極的な中小企業による「若者応援企業」宣


言の仕組み構築、若者応援企業を集めた面接会実施（３億円） 


・非正規雇用の労働者の企業内でのキャリア・アップを総合的に支


援する「有期・短時間・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト


（仮称）」の実施（58 億円） 


・地域若者サポートステーションと学校の連携体制を構築し、在学


生に対するアウトリーチ（訪問支援）の実施、中退者情報の共有に


よる中退者支援の強化（16 億円）  


 


【その他】 


・雇用戦略対話の下で「若者雇用戦略推進協議会」を開催（11 月 6


日に第１回を実施） 


・大学への出張相談など大学とハロ


ーワークが連携した就職相談・支援


を実施 


・地域中小企業と大学等が連携し、人


材確保・育成・定着を図るまでの一


貫した支援を 26 地域にて実施 


・「わかものハローワーク」（2012 年 10


月時点：３か所設置）、「わかもの支


援コーナー・わかもの支援窓口」（全


国）を設置 


【現状】（2010 年） 


・20 歳～34 歳の就業率 73.6％


・若者フリーター 183 万人 等


 


【2015 年度】 


・20 歳～34 歳の就業率 75.4％


・若者フリーター 165 万人 


・地域若者サポートステーショ


ン事業によるニートの就職等


進路決定者数 ６万人(2011


年からの５年間)   等 


 


【2020 年】 


・20 歳～34 歳の就業率 77％ 


・若者フリーター 124 万人 


・地域若者サポートステーショ


ン事業によるニートの就職等


進路決定者数 10 万人（2011


年からの 10 年間）  等 


・「若者雇用戦略」に


基づき、関連施策の


実施が必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[生活・雇用戦略] 


重点施策㉘：女性の活躍促進による経済活性化 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・「女性の活躍促進・企業活性化推進営業大作戦」による企業訪問


を、2012 年度に引き続き実施（２億円） 


・女性の起業・創業促進のため、起業・創業を目指す個人等を対象


にした補助制度（50 億円）、企業・創業を目指す個人に対し、支援


人材がノウハウ等を提供するプラットフォーム構築（74 億円） 


・地域農業の在り方の方針の企画・立案への女性参画、６次産業


化を支援する事業の女性による活用の推進等（63 億円の内数） 


・主婦層向けインターンシップ事業の創設（５億円）  


 


【税制改正要望】 


・配偶者控除の見直し 


 


【制度改革】 


・女性の活躍状況の資本市場での見える化について、検討会を設


置、議論（2012 年内にとりまとめ） 


・公共調達を通じた女性の活躍促進方策や国家公務員の採用・登


用におけるポジティブ・アクション等について、検討会を設置、議論


（2012 年内に中間整理）                        


・「女性の活躍促進による経済活性


化」行動計画～働く「なでしこ」大作


戦」を策定（2012 年６月） 


・「女性の活躍促進・経済活性化推進


営業大作戦」により企業訪問実施、


女性の活躍状況の情報開示を推進 


・「ダイバーシティ経営企業 100 選」の


公募を実施し、選考中。2012 年度内


に表彰式を予定 


・配偶者の遠隔地転勤に伴う離職に


対する企業の対応事例を調査・収集


【現状】 


・25 歳～44 歳の女性就業率


67％（2011 年） 


・第１子出産後の女性の継続就


業率 38％（2010 年） 


 


【2015 年度】 


・営業企業数累積 ２万社以上


・情報開示を行う企業 ５千社 


・ポジティブ・アクション取組企


業数 １万社以上 


 


【2020 年】 


・25 歳～44 歳の女性就業率


73％ 


・第１子出産後の女性の継続就


業率 55％ 


                  等


・「女性の活躍促進に


よる経済活性化」行


動計画をさらに具体


化し、年末までに工


程表を策定し、政府


全体で連携して取り


組む必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[生活・雇用戦略] 


重点施策㉙：戦略的な生活支援の実施 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


・2012 年７月に策定された「生活支援戦略」中間まとめを踏まえ、生


活困窮者支援体系を整備するとともに、就労支援の強化等による


自立の助長や、国・地方自治体の調査権限の強化などの不正受


給対策を徹底する観点から、生活保護制度の見直しについて生


活保護法改正を含めて検討し、2012 年内を目途に「生活支援戦


略」を策定予定 


 


・社会保障審議会「生活保護基準部会」において検証を実施してい


る生活保護基準について、2012 年末を目途に結論をとりまとめ予


定 


 


【概算要求（予算・財投）】 


・「生活支援戦略」（2012 年内策定予定）に基づく生活困窮者支援


体制の支援施策が効果的に実施されるようにするためのモデル


事業の実施と、本格実施に向けた体制整備（55 億円） 


・生活保護受給者等への就労支援や居住支援、貧困の連鎖防止


策の強化（「生活保護受給者等就職実現プロジェクト（仮称）」創設


分 100 億円、生活保護受給者への居住支援分６億円） 


・「生活支援戦略」の具体的内容の検


討を行う場として、「社会保障審議会


生活困窮者の生活支援の在り方に関


する特別部会」を 2012 年４月に設置。


（11 月までに９回にわたり審議。年内


を目途に意見を取りまとめ予定。） 


・2012 年７月に「生活支援戦略」中間ま


とめを策定 


・第８回社会保障審議会生活困窮者の


生活支援の在り方に関する特別部会


（9/28）において、「生活支援戦略」に


関する主な論点案を提示 


・「パーソナル・サポート・サービス検討


委員会」において、パーソナル・サポ


ート（個別支援）の制度化に向けた課


題を検討するとともに、全国 27 地域に


おいてモデル・プロジェクトを実施 


・社会的排除リスクの実態調査を実施 


【現状】 


・経済的困窮や社会的孤立の


状態にある生活困窮者をめ


ぐる状況が深刻化 


・生活保護受給者の増加、稼


働層及び高齢者世帯の受給


者の増加 等 


 


【2015 年度】 


・生活困窮者支援体系の確立


による経済的困窮・社会的


孤立状態からの脱却事例の


増加 


 


【2020 年】 


・生活保障とともに、失業をリ


ス  クに終わらせることなく、


新たな職業能力や技術を身


につけるチャンスに変える社


会の実現 


・「生活支援戦略」の


策定・実施について


は、関係省庁との連


携や、地方自治体等


の意見を踏まえなが


ら進めていくことが必


要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[人材育成戦略] 


重点施策㉚：６３３制の柔軟化等による意欲ある地域の取組の推進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・多様な教育体系の確立（６３３制の柔軟化）に向けたシステム改革


推進事業（１億円） 


・対話・創作・表現活動等を通じた児童生徒の思考力、人間関係形


成能力等の育成事業（２億円）や、2013 年度全国学力・学習状況


調査（45 億円）、理数教育充実のための総合的な支援（25 億円）


等、課題発見・解決能力や論理的思考力、コミュニケーション能力


といった重要能力・スキルの習得に向けた取組推進 


・教員の資質能力向上に係る先導的取組支援事業（１億円） 


・少人数学級の推進、学力・学習意欲向上支援、いじめ問題や特


別支援教育の充実など個別の教育課題への対応のため、計画的


な教職員定数改善を目指しその初年度分として 5,500 人の定数改


善（119 億円） 


 


【規制・制度改革等】 


・2013 年度から新学習指導要領を高等学校において年次進行で実


施 


2012 年度は、以下を実施。 


・新学習指導要領を中学校で全面実施


・2012 年４月に小学校第６学年、中学


校第３学年を対象に全国学力・学習


状況調査を実施 


・中央教育審議会において「教職生活


の全体を通じた教員の資質能力の総


合的な向上方策について（答申）」を


取りまとめ 


・小学校１年生の制度化に続き、小学


校２年生について 36 人以上学級を解


消するなどのための教職員定数改善


を実施。また、「公立義務教育諸学校


の学級規模及び教職員配置の適正


化に関する検討会議」報告書を取りま


とめ 


・小中一貫教育制度（仮称）、高校教育


改革プログラム（仮称）について検討


中 


【現状】 


・中高一貫教育を行う学校数


420 校(2011 年度) 


・OECD 生徒の学習到達度調


査を実施(2012 年度) 


 


【2015 年度】 


・中高一貫教育を行う学校数


500 校 


・OECD 生徒の学習到達度調


査で前回調査より改善 


 


【2020 年】 


・OECD 生徒の学習到達度調


査等で世界トップクラスの順


位 


・新しい学習指導要領


の着実な実施ととも


に、全国学力・学習


状況調査等による成


果と課題の検証に基


づく取組の改善 


 


・修士レベルの教員養


成の推進及び教育


委員会と大学との連


携・協働体制の整備 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[人材育成戦略] 


重点施策㉛：大学ビジョンに基づく高等教育の抜本的改革の実施 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・強み・個性の明確化、ガバナンス改革など国立大学改革の促進


（373 億円）、私立大学の財政基盤の確立と一層メリハリある配分


（200 億円） 


・地域再生の核となる大学形成の推進（42 億円）  


 


【税制改正要望】 


・国立大学法人等への個人寄附に係る税額控除の導入等 


・学校法人への個人寄附に係る税額控除の要件の見直し 


・寄付金控除の年末調整対象化 


 


【規制・制度改革等】 


・国立大学改革プラン等の策定、私立大学の質保証の徹底推進の


実施・検討、大学の情報公開の本格実施、大学入試改革等、大学


改革について検討中 


2012 年度は、以下を実施。 


・大学改革実行プランを取りまとめ


（2012 年６月） 


・中央教育審議会において、「新たな


未来を築くための大学教育の質的


転換に向けて（答申）」を取りまとめ


（2012 年８月） 


・全国各地で大学教育改革地域フォ


ーラムを実施中（15 回） 


・国立大学改革の先行実施として、国


立大学改革強化推進事業、教育研


究力基盤整備事業を実施 


・平成 24 年度私学助成の充実及びメ


リハリある配分を実施 


・大学情報の公表の徹底を図るた


め、「大学ポートレート（仮称）」構想


について方針を取りまとめ 


【現状】 


・学生の学修時間 4.6 時間 


（東京大学大学経営政策研究センタ


ー （ CRUMP) 『 全 国 大 学 生 調 査 』


2007 年） 


 


【2015 年度】 


・学生の学修時間の欧米並み


（１日８時間前後）の水準の確


保 


 


【2020 年】 


・世界の大学ランキングでの上


位校の増加 


・大学改革実行プラン


に沿った取組の着実


な推進 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[人材育成戦略] 


重点施策㉜：グローバル人材の育成と社会人の学び直し等の推進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等）
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・小中高を通じた英語教育の強化や高校生の留学促進等（10 億


円） 


・日本人学生の海外留学と外国人留学生の受入れの促進及び


グローバル化に対応した人材育成のための大学改革の推進


（823 億円） 


・グローバルに活躍する研究人材の育成（228 億円） 


・若手人材の海外インターンシップ実施（貿易投資促進事業（15


億円の内数）、新興国での新中間層獲得による日本再生（25


億円の内数） 


・成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進（18


億円） 


・多様な「人活」支援サービス創出事業（７億円） 


・大学等奨学金事業の充実（1,294 億円） 


・いじめ対策等総合推進事業等（73 億円） 


 


【規制・制度改革】 


・高校における早期卒業制度の制度的整備、大学・大学院への


飛び入学・早期卒業を含め高大接続の在り方について検討中 


2012 年度は、以下を実施。 


・グローバル人材育成戦略を取りまとめ


（2012 年６月） 


・英語教育の強化や海外留学促進、拠点


大学への重点支援、ジョブサポーターに


よる就職支援等を実施 


・「平成 25 年度大学入学者選抜実施要


項」（大学入学者選抜における TOEFL 等


の外部試験活用を促進） 


・産学協働人財育成円卓会議においてア


クションプランを取りまとめ（2012 年５月）


・産学官の連携によるコンソーシアム構築


等社会人の学び直し等を推進 


・所得連動返済型の無利子奨学金制度の


新設 


・スクールカウンセラー等活用事業におい


て、公立小中学校約 2 万校にスクールカ


ウンセラーを配置できるよう予算措置（平


成 24 年度） 


・「いじめ、学校安全等に関する総合的な


取組方針」を取りまとめ（H24.9） 


【現状】 


・日本から海外への留学者数


59,923 人(2009 年) 


・外国人留学生数 138,075 人


(2011 年)  等 


 


【2015 年度】 


・大学教育における英語によ


る授業の倍増 


・外国大学等との交流協定に


基づく単位互換制度を実施


している大学：５割   等 


 


【2020 年】 


・質の高い外国人学生 30 万


人の受入れ 


・日本人学生等 30 万人の海


外交流    等 


・産業・社会構造の変


化やグローバル化に


対応した人材の育成 


 


・秋季入学について、


大学や企業等による


議論を注視しつつ、


必要な論点について


検討を進める必要 


 


・経済的な理由により


学業を断念すること


のないよう教育費負


担軽減を図る必要 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[国土・地域活力戦略] 


重点施策㉝：活性化の突破口となる総合特区、環境未来都市等の活用、「新しい公共」の活動促進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・地域活性化総合特区、国際戦略総合特区への支援実施 


  総合特区推進調整費（151 億円） 等 


・地域再生計画に基づく取組の実施 


特定地域再生事業費補助金（20 億円） 


地域再生基盤強化交付金（641 億円） 等 


・環境未来都市先導的モデル事業費補助金（42 億円） 


・緑の分権改革の推進～地域資源を生かした事業化を支援するモデ


ルの構築等、資金面・人材面からの支援等（12 億円） 


・各省庁・地方自治体において PFI／PPP の具体的な案件形成実施 


先導的官民連携支援事業等（12 億円） 


【税制改正要望】 


・国際戦略総合特区に加えて地域活性化総合特区での投資税額控除


と特別償却の適用 


・地域活性化総合特区の所得税における特別措置の対象事業追加 


・国際戦略総合特区における投資税額控除及び特別償却の対象資産


の追加 


【規制・制度改革、その他】 


・総合特区等における国と地方の協議を通じた規制緩和等の追加 


・「新しい公共」の担い手の活動状況の確認及び必要な支援の見直し 


・寄附税制の活用促進や改正特定非営利活動促進法の円滑な施行・


周知 


2012 年度は以下を実施。 


・総合特区への支援実施（財政・金融） 


・総合特区での出資に係る所得控除 


・地域再生計画に基づく取組の実施（財


政・金融） 


・投資での税制優遇、地方債の特例 


・地域再生法の一部改正 


・地域における重点的に取り組むべき政


策課題の特定 


・環境未来都市先導的モデル事業 


・環境未来都市推進ボードによる各都市


計画推進支援 


・リオ＋20、国際フォーラム等を通じた国


内外への「環境未来都市」構想の普及


啓発 


・「新しい公共」推進会議等の提案への


政府対応のフォローアップ 


・寄附税制の活用促進や改正特定非営


利活動促進法の円滑な施行・周知 


・国土交通省所管の PPP/PFI の先導的


な案件形成の支援等を実施 


・ＰＦＩ法改正法案を国会提出 


【2015 年度】 


・地域活性化総合特区 


 経済効果 2.9 兆円 


 雇用創出 14.6 万人 


・国際戦略総合特区 


 経済効果 7.1 兆円 


 雇用創出 31.6 万人 


・環境未来都市 


経済効果 1.2 兆円 


雇用創出 5.7 万人 


 


【2020 年】 


・地域活性化総合特区 


 経済効果 8.6 兆円 


 雇用創出 43.8 万人 


・国際戦略総合特区 


 経済効果 21.3 兆円 


 雇用創出 94.9 万人 


・環境未来都市 


経済効果 3.6 兆円 


雇用創出 17 万人 


・2010～20 年のＰＦＩ事業


規模：少なくとも約 10 兆


円以上 


・地域活性化総合特


区は、2012 年７月に


６カ所の追加 


 


・地域活性化総合特 


 区の全国展開 


【2015 年度目標】 


経済効果 9.8 兆円 


雇用創出 50.3 万人 


【2020 年度目標】 


経済効果 24.6 兆円 


雇用創出 125.7 万人 


 


・環境未来都市の目 


標値は、総合特区の


目標値の内数 


 


・民間資金等活用事


業推進機構の創設


を内容とする PFI 法


改正法案の成立後、


官民連携インフラフ


ァンド創設 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[国土・地域活力戦略] 


重点施策㉞：良質な住宅ストックの供給と不動産流通システムの改革 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・中古住宅流通・リフォーム市場活性化事業（14 億円） 


・既存住宅に係る住宅性能表示制度等の認定・評価に関する調査


検討経費（0.2 億円） 


・マンション管理適正化・再生推進事業（２億円） 


・高齢者等居住安定化推進事業（355 億円の内数） 


・住宅のゼロ・エネルギー化推進事業（50 億円） 


・不動産市場の変化に対応した鑑定評価手法の検討（0.1 億円） 


・中古不動産流通市場整備・活性化事業（1 億円） 


・不動産価格指数の精度・速報性の向上に向けた取組（４億円） 


 


【税制改正要望】 


・住宅の耐震改修等のリフォームに係る特例措置の拡充 


・サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制 


 


【規制・制度改革】 


・建築基準制度に係る具体的な制度見直しのあり方について検討 


 


【その他】 


・住宅金融支援機構によるリバースモーゲージについての融資等 


・公的賃貸住宅等の定期建物賃貸借制度に係る検討の結果を踏


まえた制度及び活用方策の周知、高齢者等の住み替えの支援を


通じた子育て世帯向けの住み替えの支援 


2012 年度は、以下を実施。 


・中古住宅流通・リフォーム市場を活性


化する環境整備を推進 


・既存不適格建築物に係る住宅・建築関


連制度の見直しを実施 


・マンションの再生に関する情報収集・整


理 


・サービス付き高齢者向け住宅の供給拡


大を支援 


・省エネ、耐震、バリアフリー性等に優れ


た住宅及びネットゼロエネルギーハウ


スの普及促進 


・各地域の事業者間連携の促進を図る


ため、中古不動産流通市場整備・活性


化事業を実施 


・不動産価格指数（住宅）の試験運用を


開始 


・公的賃貸住宅等の定期建物賃貸借制


度に関する調査検討の実施 


【現状】 


・省エネ基準達成率 42％（2010


年４月から９月までの数値） 


・既存住宅の流通シェア 14％


（2008 年） 


 


【2015 年度】 


・省エネ基準達成率 70％ 


・既存住宅の流通シェア 20％ 


 


【2020 年】 


・中古住宅流通市場・リフォー


ム市場の規模倍増（20 兆円） 


・ネットゼロエネルギーハウス


の標準化 


・住宅の耐震化、


省エネ改修等に


対 す る 予 算 、 税


制、制度上の支


援により良質な住


宅ストックの供給


を図るとともに、


不動産に係る情


報ストックの整備


及び建物評価手


法の見直しに向


けた対応強化等


に よ り 不 動 産 市


場の活性化を図


る 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[国土・地域活力戦略] 


重点施策㉟：集約型のまちづくりや次世代型生活への対応 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 
・コンパクトシティ形成支援事業（８億円） 
・集約都市開発事業に対する支援強化（13 億円及び社会資本整備
総合交付金の内数） 


・都市再生整備計画事業の拡充（社会資本整備総合交付金の内数）
・「超小型モビリティの導入促進」（６億円） 
・鉄道の利便性向上（都市鉄道整備事業費補助（151 億円の内数）
等） 


・鉄道駅の改築に合わせた地域総合拠点化の推進（鉄道駅総合改
善事業費補助（６億円の内数）等） 


・鉄道駅のホームドアの整備及び技術開発の促進（都市鉄道整備事
業費補助（151 億円の内数）及び鉄道技術開発費補助金（４億円の
内数）等） 


・地域公共交通確保維持改善事業（341 億円） 
・地域居住機能再生推進事業の創設（30 億円） 
・交通安全施設等整備事業に要する経費（165 億円） 
・集落地域における「小さな拠点」の形成等（５億円） 
・ICT を活用した新たな街づくり実現のための実証等（31 億円） 
【税制改正要望】 
・認定集約都市開発事業に係る買い替え特例等の創設 
・都市鉄道利便増進事業により取得する鉄道施設等に係る固定資
産税等の特例措置の延長 


・低床型路面電車（ＬＲＴ車両）に係る固定資産税の特例措置の延長
・鉄道の安全性向上設備に係る固定資産税の特例措置の延長 
【その他】 
・第３次社会資本整備重点計画の策定（2012 年８月 31 日閣議決
定）、同計画に基づく社会資本の戦略的・重点的な整備、同計画の
フォローアップの実施 


・社会資本の長寿命化計画の策定推進等による戦略的な維持管理・
更新の取組の推進 


・2011 年度予算において地域公共交通


確保維持改善事業を 305 億円で創設 


・平成 23 年通常国会に、交通基本法案


を提出（継続審議中） 


2012 年度は、以下を実施。 


・「都市の低炭素化の促進に関する法


律」の公布（2012 年９月）、施行（同 12


月予定） 


・地域公共交通確保維持改善事業（332


億円） 


・交通バリアフリー促進のためのホーム


ドアシステム等に係る課税標準の特例


措置の創設 


・日常生活サービス機能が集約した「小


さな拠点」事例集の作成（2012 年９月


10 日公表） 


・超小型モビリティ導入に向けたガイドラ


インを策定 


・「ICT を活用した街づくりとグローバル展


開に関する懇談会」報告書を公表 


・社会資本の長寿命化計画の策定推進


等による戦略的な維持管理・更新の取


組の推進 


【現状】 


・公共交通施設の利便性の高


いエリアに居住している人口


割合：３大都市圏 85.8％、地


方中枢都市圏 69.1％、地方


都市圏 33.0％（2010 年度） 


 


【2015 年度】 


・公共交通施設の利便性の高


いエリアに居住している人口


割合：３大都市圏 85.8％、地


方中枢都市圏 69.5％、地方


都市圏 33.0％（2016 年度末）


 


【2020 年】 


・公共交通施設の利便性の高


いエリアに居住している人口


割合：３大都市圏 85.8％、地


方中枢都市圏 69.8％、地方


都市圏 33.0％ 


・都市の低炭素化


の促進に関する


法 律 等 に よ り 都


市 機 能 の 集 約


化、公共交通の


利用促進等を支


援 


・超小型モビリティ


に対する国民的


理解の醸成・確立 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[国土・地域活力戦略] 


重点施策㊱：大都市等の再生と災害に強い国土・地域の構築 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・国際競争拠点都市整備事業の拡充（118 億円） 


・都市再生安全確保計画制度の推進（７億円） 


・㈶民都機構による金融支援（重点施策 17 と同内容） 


・緊急的に津波対策が必要な都道府県及び市町村において、ハー


ド・ソフト一体的に津波対策を推進（27 億円） 


・予防的な治水対策、治水・海岸の災害対応・危機管理対策（治


水、海岸及び都市環境整備 6,391 億円の内数他） 


・防災ソフト施策の高度化・充実の推進（２億円の内数） 


・住宅・建築物安全ストック形成事業の拡充（社会資本整備総合交


付金の内数）、耐震対策緊急促進事業の創設（150 億円） 


・鉄道施設の耐震対策の強化（鉄道施設安全対策事業費等補助金


59 億円、都市鉄道整備事業費補助 11 億円及び鉄道防災対策調


査委託費 0.3 億円） 


・広域的地域間共助推進事業（16 億円及び社会資本整備総合交


付金の内数） 


・BCP 策定に係る低利融資制度の拡充を検討 


・業務継続計画の見直し支援（0.3 億円） 


・首都圏空港（羽田・成田）の強化（重点施策 20 と同内容） 


・関空の再生と国際競争力の強化（重点施策 20 と同内容） 


・国際コンテナ戦略港湾でのコンテナターミナル整備等（437 億円） 


・都心―空港・郊外直結線のＰＦＩ含む調査・検討（2.5 億円の内数） 


・物流ネットワークの整備、全国ミッシングリンクの整備 


・整備新幹線の着実な整備（706 億円） 等 


 


【税制改正要望】 


・都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）を有する建築物に対する課税


の特例措置（固定資産税・都市計画税）  等 


2012 年度は、以下を実施。 


・国際競争拠点都市整備事業 


・都市再生安全確保計画制度の創設


・防災・減災に資する施設に係る容積


率算定の合理化 


・㈶民都機構による金融支援（重点施


策 17 と同内容） 


・大規模災害に対する防災・減災対


策、国全体の危機管理体制の強化


に関する施策の実施 
・水供給システムの広域的な危機管
理体制の構築 


・住宅・建築物安全ストック形成事業


による助成の実施 


・官庁施設、公立学校施設の耐震化 


・ハザードマップ作成・公表の支援 


・南海トラフ巨大地震・首都直下地震


対策検討ＷＧでの検討 


・首都圏空港（羽田・成田）の強化（重


点施策 20 と同内容） 


・関空・伊丹の経営統合、諸税の特例


措置等（重点施策 20 と同内容） 


・国際コンテナ戦略港湾でのコンテナ


ターミナル整備等 


・全国ミッシングリンクの整備 


・整備新幹線の着実な整備  等 


【現状】 
・三大都市圏環状道路整備率 
56％ 


・道路による都市間速達性の確
保率 46％ 


 
【2015 年度】 
・４～５兆円の民間投資 
・地下水管理指針の全国展開 
・最大クラスの津波、水害、土
砂災害などのハザードマップ
策定率 100％ 


・大企業ＢＣＰ策定率：70％ 
・中堅企業ＢＣＰ策定率：30％ 
・三大都市圏環状道路整備率 
75％（2016 年度末） 


・道路による都市間速達性の確
保率 50％（2016 年度末） 


 
【2020 年】 
・最大８～11 兆円の民間投資 
・耐震住宅ストック比率 95％ 
・大企業 BCP 策定率：ほぼ全て
・中堅企業 BCP 策定率：50％ 
・国際航空・海上ネットワーク、
国内交通ネットワークの強化 


・交通渋滞の緩和 
・国土の大動脈のダブルネット
化率 85％ 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化] 


重点施策㊲：戦略的、効果的な ODA の推進等による「人間の安全保障」の実現への貢献 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等）
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


[人間の安全保障] 


・人間の安全保障基金への拠出金（8 億円） 


 


[防災対策] 


・産学官連携による防災システム構築・運用パッケージ支援 


・ASEAN 防災ネットワーク構築構想の推進 


 


[グリーン経済への移行] 


・グリーン成長に係る政策対話強化（3 億円） 


・再生可能エネルギー等の途上国インフラ支援（210 億円） 


・途上国の人材育成支援 


・二国間オフセット・クレジット制度の構築等（53 億円（経産省）、


41 億円（環境省）） 


 


[戦略的、効果的な ODA の推進] 


・民間企業等との連携 ODA スキームの改善（102 億円） 


・TICAD プロセスを通じた民間セクター主導によるアフリカ経済の


成長加速化支援（43 億円） 


 


【その他】 


[人間の安全保障] 


・国連開発計画（UNDP）執行理事会での議席確保 


 


[戦略的、効果的な ODA の推進] 


・第５回アフリカ開発会議を開催（2013 年６月：横浜） 


[人間の安全保障] 


・国連総会における人間の安全保障に


関する総会決議の主導 


・人間の安全保障基金等を通じた案件


実施 


 


[防災対策] 


・世界防災閣僚会議 in 東北の開催 


・ASEAN 防災ネットワーク構築構想の


推進 


 


[グリーン経済への移行] 


・東アジア低炭素成長パートナーシップ


対話の開催 


・「TICAD 低炭素成長・気候変動に強靭


な開発戦略」策定の推進 


・途上国のグリーン成長のための総合


戦略策定等支援（116 億円） 


・二国間オフセット・クレジット制度実現


可能性調査等（H22～経産省：60 億


円、環境省：34 億円）、人材育成支援


等を実施 


 


[戦略的、効果的な ODA の推進] 


・民間企業等との連携 ODA スキームの


改善（95 億円） 


・円借款の制度改善及び面的開発構


想等の戦略的円借款の実施 


【現状】 
・2012 年６月のリオ＋20 におい
て「緑の未来」イニシアティブ
を表明 


・主要国際協力 NGO への寄附
額：約１兆円（2009 年） 


・ODA に携わる中小企業数：約
50 社（2012 年度） 


【2015 年度】 
・2013-2015 年までの３年間で
防災対策支援 30 億ドル及び
気候変動分野支援 30 億ドル 


・第３回国連防災世界会議のホ
ストとポスト兵庫行動枠組み
策定の主導 


・「緑の未来協力隊」の編成１万
人 


・ポスト MDGs に人間の安全保
障など我が国 ODA の理念を
反映 


・主要国際協力 NGO への寄附
額 2011 年度比 1.2 倍、ODA に
携わる中小企業数 2012 年度
比２倍 


【2020 年】 
・世界におけるインクルーシブ
な成長を通じた「人間の安全
保障」の実現への貢献 


・主要国際協力 NGO への寄附
額 2011 年度比倍増、ODA に
携わる中小企業数 2012 年度
比５倍 


・人間の安全保障実


現に資する優良案件


の発掘・形成 


 


・相手国政府や国際


機関等の多様なステ


ークホルダーとのよ


り緊密な連携の促進 


 


・援助人材の育成を


含む、援助関係者の


すそ野拡大 


 


・国際協力に対する民


間企業や NGO 等の


より一層の理解促進 
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日本再生戦略・重点施策の実行推進状況 


 


[世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化] 


重点施策㊳：日本の強み・魅力の発信と日本的な「価値」への国際理解の促進 
 


再生戦略策定以降の主な取組 


（来年度の概算要求（予算・財投）、税制改正要望、規制・制度改革等） 
これまでの主な取組 目標等 


備考 


（実施上の課題など） 


【概算要求（予算・財投）】 


・来年度の復興特別会計における風評被害対策関連予算要求の


重複を排除すべく、内閣官房国際広報室主催で関係省庁間の情


報共有・意見交換の場を設け、各要求の目的、要求内容を明確化


 


【その他】 


・日 ASEAN 友好協力 40 周年、第５回アフリカ開発会議、第 37 回世


界遺産委員会、第 125 回 IOC 総会等、主要な国際広報機会に向


けた政府一体となった広報活動の実施 


・ホームページやソーシャルメディア等を活用した外国語による積


極的情報発信の推進 


・国際広報連絡会議等を通じた省庁間の調整・情報共有の推進 


2012 年度は、以下を実施。 


・国家戦略担当大臣、外務大臣が主


催する国際広報連絡会議を３月に


立ち上げ、各関係府省庁・機関の連


携を強化 


・国際広報重点テーマとして、「ライ


フ・イノベーション」「グリーン・イノベ


ーション」「３.11 からの学び」「社会イ


ンフラ」「食・ファッション・音楽・アニ


メ」「観光」「投資魅力」を特定 


・国際広報連絡会議を通じ、今年度


の国際広報関連予算事業の執行に


ついて調整、また、今後、執行のみ


ならず、要求についても戦略的な国


際広報予算のあり方に関して検討し


ていくことに合意 


【現状】 


・国際広報連絡会議（及び付随


するサブグループ）の場にお


いて、各関係府省庁間の情報


を共有することにより、これま


でになかった効率的で横断的


な連携を実現したところ 


 


【2015 年度】 


・海外の日本語学習者数 400


万人 


 


【2020 年】 


・日本の信頼感・存在感の向上


・海外の日本語学習者数 500


万人 


・関係府省庁間のより


一層の緊密な情報


共有及び連携の促


進 


 


・予算要求プロセスを


含む、PDCA サイク


ルの確立 


 








グリーン分野（エネルギー・環境）


平成２４年１１月


国家戦略室


資料１－３







○革新的エネルギー・環境戦略では、国民的議論を踏まえ、エネルギー・環境政策の柱として、「節電・省エネ」
「再生可能エネルギー」の政策を明記。これらの内容を踏まえ、グリーンエネルギー革命の実現に向けた工程
を、グリーン政策大綱において具現化を図る。


○日本再生戦略にて、「原発からグリーン」へのシフトを成長につなげる戦略として、グリーン成長戦略を提示。


グリーン政策大綱の策定に向けて


・ 我が国が強みを持つとともに、今後のグローバルな成長が期待できる分野の取組について、更なる成長力強化のため、「重点施
策」として提示。


・ グリーン成長戦略の各施策が目指す具体的な目標や全体像については、「革新的エネルギー・環境戦略」を踏まえ、「グリーン政
策大綱」において示す。


グリーン部素材 次世代自動車 蓄電池 海洋 スマートコミュニティ


＜日本再生戦略（平成24年７月31日）＞


○グリーン政策大綱においては、国家戦略室が関係省庁と協力しつつ、下記の内容を盛り込む。
・ グリーン成長実現に向けた取組の具現化
・ 節電・省エネ、再エネの導入量の目標
・ 目標達成に向けたロードマップの設定
・ 技術開発・普及等の目標とそれを実現するための予算、規制改革等
・ 日本再生戦略、革新的エネルギー・環境戦略の趣旨を踏まえて特に先導的に進める分野を明示 等


・ 政府は、以上の内容（節電・省エネ、再生可能エネルギーの各種政策）を踏まえ、エネルギー・環境会議の場を通じ、グリーンエネ
ルギー革命の実現に向けた工程を具現化した「グリーン政策大綱」を、本年末を目途に策定し、これを国民に提示して目標や負
担を共有する。


＜革新的エネルギー・環境戦略(平成24年９月14日＞


※次ページ以降では、日本再生戦略（グリーン成長戦略部分）の重点施策及び革新的エネルギー・環境戦略の省エネルギー・再生可能エネルギーに関連する
施策を中心に記載しており、グリーン成長戦略部分の関連施策全体を網羅しているものではない。 1







○自然の恵みを活用した再生可能エネルギー等の導入の拡大①


研究開発フェーズ


＝特別重点要求を含むもの


太陽光発電システム次世代高性能
技術の開発（60億円）【経産省】


有機系太陽電池実用化先導技術開発事業（25億円）【経産省】


革新型太陽電池研究開発（22億円）
【経産省】


風
力
発
電


（陸
上
）


太
陽
光
発
電
、


太
陽
熱
利
用


実証フェーズ 事業化・普及フェーズ


浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発
（0.4億円）【国交省】


洋上風力発電実証事業（16億円）【環境省】


洋上大型風車作業船の早期実用化推進事業（2億円）
【環境省（国交省と連携）】（新規）


浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業委託費
＜復興特会＞（115億円）【経産省】


洋上風力発電等技術研究開発（40億円）【経産省】


風力発電高度実用化研究開発事業（20億円）【経産省】（新規） 再生可能エネルギー関連系統整備事業費
補助金（250億円）【経産省】（新規）


風力発電等に係る環境アセスメント基礎情報
整備モデル事業（13億円）【環境省】


太陽光発電新技術等フィールドテスト事業
（0.4億円）【経産省】


太陽光発電多用途化実証事業
（3億円）【経産省】（新規）


高
効
率
太
陽
光
発
電
等


洋
上
風
力


発
電


浮
体
式


風力発電の導入促進


太陽熱利用技術研究開発事業
（10億円）【経産省】（新規）


太陽熱高度利用システムフィールドテスト事業
（0.2億円）【経産省】


太
陽


風


東北復興次世
代エネルギー
研究開発プロ
ジェクト
＜復興特会＞
（25億円の内
数）【文科省】


発電効率の向上やコスト低減、浮体式洋上風力発電実用化等に向けた研究開発・実証の推進や、海洋資源の調査開発、再生可能エネルギー発電
の導入支援、系統強化等により、太陽、風、水、地熱、バイオマス等の自然の恵みを活用した再生可能エネルギーの導入加速を図る。


共通


再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
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定
価
格
買
取
制
度
施
行
事
業
費
補
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（
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０
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）
【
経
産
省
】
（
新
規
）


地
球
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化
対
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術
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発
等
事
業
︵
競
争
的
資
金
︶
︵
60
億
円
︶
︻
環
境
省
︼


再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
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入
推
進
基
金
事
業
（
グ
リ
ー
ン
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
基
金
）
（
２
５
０
億
円
）
【環
境
省
】


独
立
型
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
シ
ス
テ
ム
等
対
策
費
補
助
金
（
60
億
円
）【
経
産
省
】


再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
熱
利
用
加
速
化
支
援
対
策
費
補
助
金
（60
億
円
）
【
経
産
省
（
農
水
省
と
連
携
）】


農
山
漁
村
活
性
化
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
モ
デ
ル
構
築
事
業
（
15
億
円
）
【農
水
省
】


先端的低炭素
化技術開発
（120億円の内
数）【文科省】


等


◎関連する規制・制度改革、税制改正要望等
○海域利用に係る法制度の整備についての検討


【海洋本部事務局】


○風力発電に係る環境影響評価の手続迅速化等


「エネルギー分野における規制・制度改革に係る


方針」の着実な実施【関係省】


○農山漁村における再生可能エネルギー電気の


発電の促進に関する法律案（継続審議）に基づく


手続簡素化【農水省】


○グリーン投資減税の対象設備の拡充等（税制


改正要望）【経産省】


住宅用太陽光発電
色素増感太陽電池


浮体式洋上風力


先
端
計
測
分
析
技
術
・
機
器
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム


（
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
領
域
）
（10
億
円
）
【文
科
省
】


※本ページの分野に関連するものを記載
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○海域利用に係る法制度の整備についての検討【海洋本部事務局】（再掲）
○小水力発電の水利使用許可手続きの簡素化・円滑化等「エネルギー分野
における規制・制度改革に係る方針」の着実な実施【関係省】


○農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律案
（継続審議）に基づく手続簡素化（再掲）【農水省】


○グリーン投資減税の対象設備の拡充等（税制改正要望）【経産省】（再掲）


研究開発フェーズ


海洋資源調査研究の戦略的推進（137億円）【文科省】


実証フェーズ 事業化・普及フェーズ


海洋エネ
ルギー・
鉱物資源


海洋産業/
環境整備


海洋鉱物資源探査技術高度化（２億円）【文科省】


海洋エネルギー技術研究開発事業（38億円）【経産省】


海洋フロンティアへの挑戦（海洋産業の戦略的育成のための総合対策 （新規）、海洋開発を支える環境整備（遠隔離島における活動拠点整備・海上保安体制の強化））（230億円）【国交省】


下水汚泥バイオマスを活用した発電技術の実証（20億円）
【国交省】（新規）


木質バイオマス産業化促進整備事業（136億円）【農水省】（新規）


循環型社会形成推進交付金
（159億円）【環境省】（新規）＋（8億円）【国交省】（新規）


地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業
（10億円）【環境省（農水省と連携）】（新規）


バイオマス産業都市づくり対策事業（34億円）【農水省】（新規）
施設園芸用省エネ設備導入推進事業（10億円）【農水省】（新規）


森林・林業再生によるグリーン成長の実現＜路網整備や搬出間伐＞
（466億円）【農水省】・（28億円）【国交省】・（２億円）【内閣府】


共通


地熱


バイオ
マス


小水力
小水力等再生可能エネルギー導入推進事業（53億円）【農水省】


小水力発電設備の設置等による未利用エネルギーの活用
（13億円）【国交省・内閣府】


水


小水力発電導入促進モデル事業費補助金（20億円）【経産省】


海洋エネルギー・鉱物資源開発の強化【経産省】
・国内石油天然ガス基礎調査事業（172億円）
・メタンハイドレート開発促進事業（77億円）
・深海底資源基礎調査委託費（37億円）
・海洋鉱物資源調査事業（４億円）


地熱開発加速化支援・基盤整備事業（５億円）【環境省】


農業水利施設における小水力発電等の推進対策（132億円）
【農水省】＋（69億円）【国交省】


木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業
（25億円）【環境省（農水省と連携）】（新規）


農山漁村におけるバイオ燃料等生産基地創造のための技
術開発プロジェクト（４億円）【農水省】


◎関連する規制・制度改革・税制改正要望等


地熱資源開発調査事業（75億円）【経産省】（新規）
地熱発電技術研究開発事業（15億円）【経産省】（新規）


海洋再生可能エネルギーの利用促進に関する調査
（２億円）【国交省】


先進的地中熱利用ヒートポンプシステム導入促進事業（２億円）
【環境省】（新規）
温泉エネルギー活用加速化事業（４億円）【環境省】
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）
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化
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術
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発
等
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業
（
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金
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60
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）
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】】
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型
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（
60
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（再
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再
生
可
能
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ネ
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ー
熱
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用
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速
化
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援
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費
補
助
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（60
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（
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（再
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農
山
漁
村
活
性
化
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
モ
デ
ル
構
築
事
業
（
15
億
円
）
【農
林
水
産
省
】
（再
掲
）


○自然の恵みを活用した再生可能エネルギー等の導入の拡大② ＝特別重点要求を含むもの


海底熱水鉱床探鉱技術開発等調査事業（71億円）【経産省】


東北復興次世代エネルギー研究開発プロジェクト
＜復興特会＞（25億円の内数）【文科省】（再掲）


バイオ燃料導入加速化事業（15億円）【環境省】


バイオ燃料導入加速化支援対策費補助金（15億円）【経産省】


戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業
（28億円）【経産省】
セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業
（11億円）【経産省】
バイオ燃料製造の有用要素技術開発事業
（12億円）【経産省】（新規）


探鉱・資産買収等出資事業出資金（609億円）【経産省】


地域における熱エネルギーを効率的に利用するための
プロジェクト（４億円）【農水省】 （新規）


地熱開発理解促進関連事業（30億円）【経産省】（新規）


東北復興次世代エネルギー研究開発プロジェクト
＜復興特会＞（25億円の内数）【文科省】（再掲）


先端的炭素化技術開発（120億円の内数）【文科省】（再掲）


＜三次元物理探査船＞ ＜海上大型掘削装置＞


＜バイオマス発電＞


途上国における小水力発電事業の展開支援（15億円）【外務省】
途上国における地熱発電事業の展開支援（54億円）【外務省】


等


地中熱利用ヒートポンプシステムの普及促進を図るための技術開
発推進事業（２億円）【環境省】 （新規）


＜小水力発電＞


＜掘削調査＞ ＜地熱利用によるハウス栽培事業＞


地域バイオディーゼル流通システム技術実証事業費補助金
（５億円）【経産省（農水省と連携）】（新規）


※本ページの分野に関連するものを記載
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○住宅やビルなどの民生部門の省エネ ＝特別重点要求を含むもの


住
宅
・
ビ
ル


事業化・普及フェーズ


住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化推進事業費補助金（98億円） 【経産省】


住宅のゼロ・エネルギー化推進事業（50億円） 【国交省】


エネルギー管理システム導入促進事業費補助金（平成23年度第3次補正予算300億円、基金とし
て平成25年度まで執行） 【経産省】


既築住宅における高性能建材導入促進事業費補助金（100億円） 【経産省】 （新規）


民生用燃料電池導入支援補助金（170億円） 【経産省】


住宅やビルの省エネ化・ゼロエネルギー化に資する高性能設備・機器・建材の導入、建物の整備等のための支援や、住宅やビ
ルの省エネ基準の見直しや基準適合義務化に向けた環境整備等を行う。


スマートマンション導入促進対策事業（91億円）【経産省】（新規）


住宅・建築物省ＣＯ2先導事業、住宅・建築物省エネ改修推進事業（環境・ストック活用推進事業
219億円の内数） 【国交省】


官庁施設のLED照明の導入（14億円）【国交省】（新規）
国営公園へのLED照明の導入（6億円） 【国交省・内閣府】（新規）


開発フェーズ 実証フェーズ


【ゼロ・エネルギー住宅のイメージ】


住宅の躯体・設備の省エネ性能の向上、再生可能エネル
ギーの活用等により、年間での一次エネルギー消費量が正味
（ネット）で概ねゼロになる住宅。
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太陽熱温水器


高効率空調蓄電池


躯体の高気密化


躯体の高断熱化


通風・換気による春・秋な
ど中間期の暖冷房負荷
の低減


地中熱利用


太陽光発電


高効率給湯器


冬季の日射取得
夏季の日射遮蔽


電力依存度低減に資する建築物の評価・設計技術の開発（2億円） 【国交省】（新規）


地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）（60億円）【環境省】


グリーンファイナンス促進事業（12億円）【環境省】（新規）（再掲）


中小企業等における環境配慮型経営促進事業に係る補助事業（5億円）【環境省】（新規）（再掲）


グリーンビルディング普及促進ファンド創設事業（10億円）【環境省】（新規）


省エネ型データセンター構築・活用促進事業（10億円）【環境省（総務省と連携）】（新規）


小規模グリーン設備導入支援補助金（10億円）【経産省】


◎関連する規制・制度改革・税制改正要望等
・省エネ基準の見直し ・省エネ基準への適合義務化に向けた環境整備 ・住宅性能表示基準を改正


・住宅の省エネリフォームに係る税制上の特例措置の拡充等（税制改正要望）【国交省】
・グリーン投資減税の拡充・延長（税制改正要望）【国交省、経産省】


戦略的省エネルギー技術革新プログラム（102億円）【経産省】


次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開
発（１４億円）【経産省】


“ちいさな企業”未来補助金（20億円） 【経産省】


新事業活動促進支援事業（2億円） 【経産省】


※本ページの分野に関連するものを記載
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省エネ投資、コジェネの普及・拡大および工場排熱の効率的利用を図る。


低炭素化推進


○工場などの産業部門の省エネ


研究開発フェーズ


＝特別重点要求を含むもの


次世代型・高効率熱利用設備導入加速化補助金（105億円）【経産省】（新規）


未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発（40億円）【経産省】（新規）（再掲）排
熱
利
用


実証フェーズ 事業化・普及フェーズ


コ
ジ
ェ
ネ
の


普
及
・
拡
大


分散型ガスコージェネレーション整備事業費補助金（150億円）【経産省】（新規）


省
エ
ネ
投
資


エネルギー使用合理化事業者支援補助金（500億円）【経産省】


戦略的省エネルギー技術革新プログラム（102億円）【経産省】（再掲）


革新的製造プロセス基盤技術開発


継続案件（環境省）：先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業（30億円）、CO2削減ポテンシャル診断と利子
補給の「ワンストップ化」事業（11億円）、サプライチェーンにおける排出削減量の見える化推進事業（5億円）、特殊自動車
における低炭素化促進事業（3億円）等


グリーンファイナンス促進事業（12億円）【環境省】（新規）


革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ）（8億円）【経産省】


グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発
（石油化学品の革新的製造プロセス）（8億円）【経産省】


環境調和型製鉄プロセス技術開発（30億円）【経産省】


上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業（10億円）
【環境省（厚労省と連携）】（新規）


中小企業等における環境配慮型経営促進事業に係る補助事業（5億円）【環境省】（新規）


＜高性能工業炉＞ ＜電解槽＞


強固な連携


次世代エネルギー利用技術開発の戦略的推進
熱需給の革新プロジェクト（120億円の内数）【文科省】


【未利用熱エネルギーの革新的活用技術開発
のイメージ】


熱電変換技術


断熱技術


蓄熱技術


熱回収技術


熱電発電モジュール
有機熱電材料


セラミックス等断熱材


セラミックス蓄熱材
潜熱蓄熱材
化学蓄熱材


熱交換器
ヒートポンプ


革新的低炭素技術集約産業の国内立地の推進（200億円）【経産省】
石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業費補助金（70億円）【経産省】


◎関連する規制・制度改革、税制改正要望等 ○コージェネレーション設備の抜本的拡大を図る規制・制度課題について検討・結論【関係省】


○コージェネレーション設備の特別償却・固定資産税特例（税制改正要望）【経産省】 ※本ページの分野に関連するものを記載
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○自動車などの運輸部門の省エネ ＝特別重点要求を含むもの


水素供給設備整備事業費補助金（50億円）【経産省】（新規）


次
世
代
自
動
車


事業化・普及フェーズ


超小型モビリティの導入促進（6億円）【国交省】（新規）


プローブ情報を活用した信号制御システムの実装化モデル事業（2億円）【警察庁】（新規）


クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（443億円） 【経産省】


地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進（18億円） 【国交省】


革新型蓄電池先端科学基礎研究事業（35億
円）、リチウムイオン電池応用・実用化先端技
術開発事業（27億円）【経産省】


水素利用技術研究開発事業（21億円）
【経産省】（新規）


次世代自動車の普及のための技術開発、導入促進のための支援を行うとともに、自動車税のグリーン化や超小型モビリティの
実用化に向けた制度の検討を行う。併せて、公共交通の利用促進等を通じて交通・物流における省エネの促進を図る。


交
通
・物
流


開発フェーズ 実証フェーズ


「超小型モビリティ」
自動車よりコンパクトで、地域の手軽な移動の
足となる１人～２人乗り程度の車両


（エネルギー消費量は、通常の自動車に比べ
１／６ （電気自動車の１／２）程度）


写真：日産「ニューモビリティコンセプト」


環境対応車普及促進対策（7億円） 【国交省】


◎関連する規制・制度改革・税制改正要望等
・超小型モビリティについて、全国での公道走行をより簡易な手続で可能とするための認定制度の創設、安全基準等関連制度の検討
・トップランナー方式による燃費基準の策定 ・都市の低炭素化の促進に関する法律による公共交通の利用促進、自動車運行の低炭素化等を推進
・エコドライブの更なる推進（「エコドライブ１０のすすめ」改訂等） ・自動車税のグリーン化等の措置
・燃料電池自動車等の燃料等供給設備に対する課税標準の特例措置（税制改正要望）【経産省、国交省、環境省】
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に係る固定資産税の特例措置（税制改正要望）【国交省】


エコレールラインプロジェクト事業（30億円）【環境省（国交省と連携） 】（新規）


省エネ型ロジスティクス等推進事業費補助金（32億円）【経産省（国交省と連携）】（新規）


ＬＥＤ道路照明灯の整備（108億円） 【国交省・内閣府】


ゼロエミッションポート施策を通じた港湾における温室効果ガスの削減の推進（28億円）【環境省（国交省と連携）】


物流の低炭素化促進事業（30億円）【環境省（国交省と連携）】（新規）


地域公共交通確保維持改善事業（341億円）【国交省】


鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業（3億円）【環境省（国交省と連携）】


海上交通の低炭素化等総合事業（3億円）【国交省】


途上国における次世代自動車の展開支援（40億円）【外務省】


地域水素供給インフラ技術・社会実証事業
（8億円）【経産省】


グリーン自動車技術調査研究事業（2億円）【経産省】（新規）


スマート・モビリティ・デバイス開発プロジェクト（20億円）【経産省】（新規）


次世代大型車開発・実用化促進事業（2億円）【国交省】


次世代海洋環境技術の研究開発（海洋産業
の戦略的育成のための総合対策（新規）（29
億円）の内数）【国交省】（再掲）


代替エネルギー船舶等環境負荷低減技
術の普及に関する総合対策（0.4億円）
【国交省】


戦略的省エネルギー技術革新プログラム（102億円）【経産省】（再掲）


※本ページの分野に関連するものを記載
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○需給一体となった面的なエネルギーや熱の効率的利用 ＝特別重点要求を含むもの


開発フェーズ 実証フェーズ 事業化・普及フェーズ


熱を含めたエネルギーの面的な利用・管理等によるスマートコミュニティの構築や、都市機能の集約化とこれに連携した公共交通
の利用促進等を通じたコンパクトシティへの転換等の推進、規制制度改革を通じて、“まち” のスマート化を実現する。


ス
マ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ


スマートコミュニティの構築を図るため、技術の開発、
実証、事業化・普及を支援


「環境未来都市」構想の促進（43億円の内数）【内閣府】


次世代ｴﾈﾙｷﾞｰ・社会ｼｽﾃﾑ実証事業補助金（96億円）【経産省】


ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨのための通信ﾈｯﾄﾜｰｸ実証事業（12億円）【総務省】（新規）


BEMS等データの利活用による低炭素社会構築推進事業（1億円）【環境省（総務省と連携）】（新規）


廃熱利用等によるｸﾞﾘｰﾝｺﾐｭﾆﾃｨｰ推進実証事業（25億円）【環境省】（新規）


再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ熱利用高度複合ｼｽﾃﾑ実証事業費補助金（45億円）【経産省】（新規）


ｽﾏｰﾄﾏﾝｼｮﾝ導入促進対策事業（91億円）【経産省】（新規）


被災地域情報化推進事業（ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ通信ｲﾝﾀﾌｪｰｽ導入事業）（49億円の内数）【総務省】


下水熱等未利用熱ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ調査（1億円）【環境省（国交省と連携）】


国際ｴﾈﾙｷﾞｰ消費効率化等技術・ｼｽﾃﾑ実証事業（239億円）【経産省（国交省と連携）】


海
外
展
開


“まち”のスマート化に関する取組の海外展開を支援


「環境未来都市」構想の促進（43億円の内数）【内閣府】（再掲）


途上国のｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ、ﾏｲｸﾛグリッド支援（101億円）【外務省】


ｴﾈﾙｷﾞｰ需給緩和型ｲﾝﾌﾗ・ｼｽﾃﾑ普及等促進事業委託費（21.9億円）【経産省】（新規）


二国間オフセット・クレジット制度の構築等事業（40億円）【環境省】


国際ｴﾈﾙｷﾞｰ消費効率化等技術・ｼｽﾃﾑ実証事業（239億円）【経産省（国交省と連携）】（再掲）


地球温暖化対策技術普及等推進事業（46.2億円）【経産省】


◎関連する規制・制度改革・税制改正要望等
・電力ピーク対策を円滑化する省エネ法改正
・再生可能エネルギーの系統接続の円滑化
・特定電気事業制度の見直し
・ 同時同量・インバランス制度の見直し
・送電における広域的運用の拡大
・スマートメーターの標準化
・ネガワット取引等に係る制度構築
・認定集約都市開発事業に係る買換特例等の創設 等


※本ページの分野に関連するものを記載


集約都市開発事業に対する支援強化（13億円）【国交省】（新規）


ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ形成支援事業（8億円）【国交省】（新規）


先導的都市環境形成促進事業（7億円）【国交省】


住民参加による低炭素都市形成計画策定ﾓﾃﾞﾙ事業（2億円）【環境省】（新規）


社会資本整備総合交付金の活用【国交省】


地域公共交通確保維持改善事業（341億円）【国交省】


都市の低炭素化の促進に関する
法律等により都市機能の集約化、
公共交通の利用促進等を支援


公共交通機関
の利用促進等


都市機能
の集約化


緑・エネルギーの
面的管理・利用の促進


建築物の
低炭素化


コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
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○グリーン部素材 ＝特別重点要求を含むもの


理研運営費交付金（環境資源科学研究）（21億円）【文科省】


ナノテクノロジーを活用した環境技術開発（6億円）【文科省】


「未来開拓研究」【経産省】


研究フェーズ 開発フェーズ 応用・事業化・実証フェーズ


超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発（26億円）【経産省】


スマート・モビリティー・デバイス開発プロジェクト（20億円）【経産省】（新規）（再掲）


革新的超低消費電力型インタラクティブディスプレイプロジェクト（10億円）【経産省】（新規）


超複雑形状鋳造生産技術（ハイパー・キャスティング・テクノロジー）開発（2億円）【経産省】（新規）


その他の継続施策【経産省】 グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発（評価拠点整


備）（15億円）、超軽量・高強度革新的融合材料（22億円）、新材料パワー半導体（21億円）、次世代印


刷エレクトロニクス材料・プロセス基盤技術開発（12億円）、次世代照明等の実現に向けた窒化物半


導体等基盤技術開発（14億円）、次世代素材レーザー加工技術（9億円）、希少金属代替材料（8億円）、


次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト（40億円）、ノーマリーオフコンピューティング基盤技


術開発（7億円）、等


先進未来開拓研究基盤技術開発（20億円）【経産省】（新規）


非可食性植物由来原料による革新的化学品製造技術開発（8億円）【経産省】（新規）


物材機構運営費交付金（グリーン成長部素材）（44億円）【文科省】


理研運営費交付金（創発物性科学研究）（31億円）【文科省】


（ ）強固な連携


グリーン部素材とそれを用いた製品の競争力を、基礎研究から製品化までを見据えた産学官共同による技術開発や府省連携の
取組み等を行い飛躍的に高め、グリーンエネルギー革命の基盤の役割を果たすとともに、産業競争力強化と成長の実現を図る。


戦略的基盤技術高度化支援事業（67億円）【経産省】


共通


再生可能エネルギー貯蔵・輸送等技術開発（29億円）【経産省】（新規）


未利用熱エネルギーの革新的活用技術に関する開発（40億円）【経産省】（新規）


次世代エネルギー利用技術開発の戦略的推進（120億円の内数）【文科省】
エネルギーキャリア研究加速プロジェクト
熱需給の革新プロジェクト（再掲）


地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）（60億円）【環境省】


革新的新構造材料等技術開発（61億円）【経産省】（新規）


次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発（30億円）【経産省】


元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞
（磁石材料、触媒・電池材料、電子材料、構造材料）（28億円）【文科省】


グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発（革新的触媒）（17億円）【経産省】


元素戦略プロジェクト＜産学官連携型＞（1億円）【文科省】


「元素戦略」【文科省】


東北発素材技術先導プロジェクト（15億円）【文科省】


革新的新構造材料


実
用
化


部材の研究開発
（ﾚｱｱｰｽ不使用
高性能磁石）


高効率モーター


最先端部材（電極材料）


最先端計測分析機器


地域における課題解決型バリューチェーン形成促進事業（10億円）【環境省】（新規）


グリーン部素材研究開発事業（8億円）【経産省】（新規）


※継続事業（革新的炭素繊維製造プロセス）（9億円）を一体的に実施


ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（27
億
円
）
【
文
科
省
】


先
端
計
測
分
析
技
術
・
機
器
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
領
域
）
（10
億
円
）
【
文
科
省
】


希
少
金
属
資
源
開
発
推
進
基
盤
整
備
事
業
（15
億
円
）
【経
産
省
】
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「未来開拓研究」と一体的に推進するプロジェクト【経産省】


次世代エネルギー利用技術開発の戦略的推進
（120億円の内数）【文科省】


次世代蓄電池研究加速プロジェクト


革新型蓄電池先端科学基礎研究事業（35億円）【経産省】（再掲）


研究フェーズ 開発フェーズ 応用・事業化フェーズ


○蓄電池 ＝特別重点要求を含むもの


グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発


（次世代蓄電池材料）（3億円）【経産省】（新規）


蓄電池は、グリーンエネルギー革命の基盤である分散電源促進の核となる重要技術である。高度化や低コスト化・普及を加速さ
せ、新たな市場の創造や競争力強化の基盤整備を図り、潜在的な成長分野を戦略的な産業に育て上げる。


共通


＜電力系統用大型蓄電池＞


＜定置用蓄電池＞＜車載用蓄電池＞


再生可能エネルギー系統対策等蓄電システム
制御実証事業委託費（180億円）【経産省】 （新規）


新エネルギー系統対策蓄電システム技術開発事業（20億円）【経産省】


再生可能エネルギー余剰電力対策蓄電池実用


化事業委託費（31億円）【経産省】 （新規）


鉄道技術開発費補助金（4億円の内数）【国交省】


リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業（27億円）【経産省】 （再掲）


再生可能エネルギー出力安定化のための蓄電


池導入促進事業（10億円）【環境省】大型蓄電池
（ＮＡＳ電池）


大型蓄電池
（レドックスフロー電池）


電気自動車


金属空気蓄電池
の模式図


（ ）強固な連携


先
端
計
測
分
析
技
術
・
機
器
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
領
域
）


（10
億
円
）
【
文
科
省
】
（
再
掲
）


エコレールラインプロジェクト事業（30億円の内数）
【環境省（国交省と連携）】（新規）（再掲）


◎関連する規制・制度改革・税制改正要望等
○蓄電池の系統連系協議の円滑化に係る認証制度について、認証範囲の拡大【経産省】
○大型リチウムイオン電池等の安全性を確立すべく規格を策定し、国際会議の場に持ち込み
国際標準化を推進【経産省】


○定置用蓄電池について、税制措置による普及促進を検討（税制改正要望）【経産省】
○車載用蓄電池について、自動車税のグリーン化等の措置（税制改正要望）【経産省】
○定置用・車載用蓄電池（車両本体）の導入補助の継続実施【経産省】


※本ページの分野に関連するものを記載
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ライフ（健康）分野


平成２４年１１月


国家戦略室


資料１－４







１．革新的医薬品・医療機器の創出


・ゲノムコホート研究・バイオバンク基盤整備（東北メディカル・メガバンク計画等）
・遺伝情報の取り扱いに関する制度の在り方に関する検討 等


臨床研究中核
病院等の整備


・国際水準の臨
床研究や難病
等の医師主導
治験を実施す
る体制の整備


等


審査の迅速化・
質の向上・安全
対策の強化


・医薬品医療
機器総合機
構（PMDA）
の人員の増
員と育成


・薬事戦略相
談の拡充


・承認基準、
審査ガイドラ
インの整備


等


イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
適
切
な
評
価


医工連携による開発支援


・医工連携による橋渡し支援の拠点
整備、中小企業と医療機関の共同
開発の支援強化 等


医療機器の特性を踏まえた
規制のあり方検討


・次期通常国会へ薬事法改
正案を提出すべく検討中


医
療
の
国
際
化
推
進


２．再生医療


長期間を要する研究への支援


・世界最先端のiPS細胞研究への長
期間にわたる支援 等


再生医療の特性を踏まえた
規制のあり方検討


・次期通常国会へ薬事法改
正案を提出すべく検討中


等


ライフ成長戦略の重点施策取組状況


３．個別化医療


４．ロボット及び医療・介護周辺サービス


・重点分野の開発支援
・安全基準・安全認証手法等の確立 等


・医療・介護機関と民間事業者の連
携による事業化の推進 等


オールジャパンの創薬支援体制整備


・創薬支援ネットワークの構築
・重点領域の創薬研究開発推進 等


基礎研究
実用化・
市場創出臨床研究・治験応用研究 審査・承認


（１）ロボット （２）医療・介護周辺サービス


（１）医薬品


（２）医療機器


1







医薬品


基礎研究フェーズ 開発フェーズ


探索研究 最適化研究 臨床研究・治験


事業化フェーズ


薬事対応 市場開拓


基
盤
整
備


研
究
開
発


次世代がん研究戦略
推進プロジェクト


文科省


個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発


臨床研究中核病院の整備


審査の合理化・迅速化・


質の向上と安全対策の


強化


厚労省


経産省


ネットワーク本部：創薬支援
戦略室の創設（医薬基盤研）


構造生物・計算化学による
高度解析による支援（理研）


創薬支援ネットワークの構築
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24.2億円


27億円


43億円


57億円


1億円


76億円


特別重点要求額
４７３億円


右に同じ


41億円


国立高度専門医療研究センターの有するシーズの橋渡し研究の推進


重点領域の創薬研究開発の推進


4億円


139億円


（保険適用）イノベーショ


ンの適切な評価


がん領域シーズ
(GLP非臨床試験～)


シーズ


バイオ医薬品
の治験薬製造


バイオ医薬品の
臨床試験の実施


臨床試験
の実施


承認申請


シーズ


シーズ
(IT創薬)


アカデミア創薬のための
基盤整備


61億円


＝特別重点要求







医療機器


基礎研究フェーズ 開発フェーズ 事業化フェーズ


基
盤
整
備


研
究
開
発


機器システム開発 臨床研究 治験 薬事対応 市場開拓


医療用超電導加速器システム研究開発


34億円


医療機器・サービス
国際化推進事業


再掲（15億円）


“ちいさな企業”
未来補助金


10億円


新事業活動促進
支援事業


2億円


特別重点要求額
１３０億円


非侵襲測定による診断技術等先端計測分析
技術・機器の開発


5.6億円


日本発の重粒子がん治療技
術の高度化・海外展開


25.5億円


課題解決型医療機器等開発事業


35億円


臨床研究中核病院の整備


再掲（61億円）


審査の合理化・迅速化・質
の向上と安全対策の強化


再掲（57億円）


（保険適用）イノベー
ションの適切な評価


再掲（1億円）


国立高度専門医療研究センターにおける橋渡し研究等推進
事業


再掲（43億円）


中小・ベンチャー企業の育成等の促進


戦略的基盤技術
高度化支援事業


10億円


医工連携の推進


橋渡し研究加速ネット
ワークプログラム


8億円


オールジャパンでの支援体制
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＝特別重点要求


文科省


厚労省


経産省







文科省 厚労省


基礎研究・非臨床研究


経産省


基礎研究フェーズ 臨床フェーズ 事業化フェーズ


創薬貢献への道筋体性幹細胞


再生医療


再生医療実現拠点
ネットワークプログラム


高度な機能を持つ器官再生のための基盤確立（理研）


iPS細胞等幹細胞を用いた
臨床研究の実施


再生医療の臨床研究の効率的な実施のため
の基盤整備


疾患特異的iPS細胞の収集・保存・提供（理研）
iPS細胞等を用いたワクチン等の製造基盤技術


の開発


iPS細胞等を用いた創薬等研究の支援（共同実施）
文部科学省：「疾患特異的iPS細胞を活用した難病研究」 厚生労働省：「難治性疾患克服研究事業」


審査の合理化・迅速化・質の向上と安全対策
の強化（再掲）


医療機器・サービスの
国際展開


iPS細胞


再生医療等産業化促進事業


幹細胞実用化に向けた評価基盤技術開発プロジェクト


臨床研究・治験


疾患特異的ｉＰＳ・ヒトｉＰＳ細胞を用いた研究


幹細胞産業応用促進基盤技術開発
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66.4億円


8.8億円


4.7億円
1億円


15億円


15億円


再掲（57億円）


特別重点要求額
１３２億円


※20.8億円


※安全性等評価法の開発支援及び患者登録システムの構築 ３億円 を含む


（保険適用）イノベーションの適切な評価
再掲（1億円）







10.3億円


個別化医療
（個々人に適応した医療・予防）


各事業の実績と強みにより棲み分け
患者コホート研究として相互に緊密に連携


大規模(50万人以上)かつ質の高い臨床情報を
長期間継続して収集・解析できる仕組み


エビデンスに基づく個別化医療・個別化予防の推進


特別重点要求額
７９億円


基礎研究フェーズ


個々人の健康情報・医療情報、遺伝情報等の適正な保護・活用の促進


個
別
化
予
防


個
別
化
医
療


健常者（住民）コホート研究


患者コホート研究


診断ﾏｰｶｰ・疾病発症ﾘｽｸ予測・予防法の開発
ヘルスケア産業の振興


東北メディカル・メガバンク（文科省）
医療ICTのインフラ整備（総務省）


ｹﾞﾉﾑ情報と電子化医療情報等の統合に よ
るｹﾞﾉﾑｺﾎｰﾄ研究の推進(JPHC-NEXT等)
(科学技術戦略推進費)(内閣府・文科省)


子どもの健康調査と環境に関する全国調査
(エコチル調査)(環境省)


各地域住民コホート
(福岡県久山町･山形県･滋賀県ながはま等)


オーダーメイド医療の実現プログラム
(バイオバンク・ジャパン)(文科省)


個別化医療推進のための患者ゲノム
コホート研究推進事業(厚労省)


疾患発症プロセスの
解明研究(理研)(文科省)


がん薬物療法の個別適正化
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(文科省)


個別化医療に資する医薬品開発
の推進(厚労省)


地域ヘルスケア構築推進事業
(経産省)


診断ﾏｰｶｰ・疾病予後ﾘｽｸ予測・ﾌｧｰﾏｺｹﾞﾉﾐｸｽの開発、創薬
医療現場における実践


臨床に向けた研究推進


開発フェーズ
（知財化・臨床に向けた開発）


事業化フェーズ
（医療・予防の実践・収益の創出）


21億円


3.4億円


27億円


12.6億円


5億円


市町村・企業等（保険者）での実践 →健診・予防(ヘルスケア）


医療機関等での実践→検査・医療


アウトカムを意識した連
携・仕組みづくり


医療ＩＣＴのインフラ整備 5


＝特別重点要求







医療周辺サービス（ロボットなど機器・システム等の活用を含む）


新
た
な
サ
ー
ビ
ス
の
創
出


新
た
な
サ
ー
ビ
ス
創
出
の
た
め
の


機
器
・
シ
ス
テ
ム
等
の
開
発


機器・システム等の研究開発


サービスの事業化


基礎研究フェーズ 開発フェーズ


総務省


文科省


経産省


脳の仕組みを活かしたイノ
ベーション創成型研究開発


BMI技術を用いた自立支援、精神
・神経疾患等の克服に向けた
研究開発


ロボット介護機器開発・導入促進事業


生活支援ロボット実用化プロジェクト


医療情報連携基盤高度活用事業


地域ヘルスケア構築推進事業


医
療
周
辺
サ
ー
ビ
ス
の
創
出


介護


疾
病
予
防


“ちいさな企業”未来補助金


新事業活動促進支援事業


戦略的基盤技術高度化支援事業


福祉用具・介護ロボット実用化支援事業


ロボット等


厚労省 6


再掲（10億円）


29.6億円


9億円


再掲（2億円）


再掲
（10億円）


特別重点要求額
３９億円


開発した機器・システムを
サービス事業の現場に展開


サービス事業の現場にツールと
して組込可能か事業者側からの
検証


＝特別重点要求







医療の国際化推進


事前調査
（政府間の信頼感の醸成等）


事業性評価
（自立的な事業の可能性
を検討


日本の公的資金による環境
整備


日本の医療機関、企
業等による事業化


自立化


新
興
国
等
の
公
的
医
療
機


関
等
が
か
か
わ
る
ケ
ー
ス


新
興
国
等
の
私
的
医
療
機
関


等
が
主
に
関
わ
る
ケ
ー
ス


医療機器・サービス国際化推進事業


経産省


ODAを活用した我が国の先進的


医療サービス・医療機器等の海
外展開支援事業（人材育成を含
む）


外務省


総務省


医療情報連携基盤高度活用事業


厚労省


諸外国の医薬品・医療機器産業情報確保対策


（既進出日系企業を対象に規制・制度等を含め
た関係構築等を推進）


公
的
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス


に
よ
る
支
援
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15億円


50億円


特別重点要求額
７２億円


海外に日本式医療サービスの提供拠点を設ける。日本式医療サービスの提供に必要な医薬品・医療機器の開発を並行して進める。


顧みられない熱帯病（NTD）等疾病


治療薬の官民連携海外展開支援事


業等


7億円


＝特別重点要求


連携








農林漁業（６次産業化）分野


平成２４年１１月


国家戦略室


資料１－５







６次産業化確立期


小規模な地域ビジネスの展開


生
産
者
側
か
ら
の


ア
プ
ロ
ー
チ


マーケット側
からの


アプローチ


地域面からの
アプローチ


・地域活動組織の立ち上げ
・「食」を活用した


小規模な地域ビジネスの展開
・地域資源の保全管理


・意欲ある若者や女性の
農林水産業への参入、
継続のための環境整備
（戸別所得補償、新規就農支援、


農地集積等 等）


・６次産業プラン
ナー等による
案件掘り起こし、
経営支援


・設備投資、
新商品開発へ
の補助金


・長期・低利の
政策融資


・JETROを活用した
輸出ビジネスサポート


・農林漁業と流通、食品、
観光、輸出などの新結合
によるネットワークづくり


・知的財産活用
ビジネスモデルの構築


・ファンドを活用した資本金の供給、
高度な経営支援


・他産業との連携、新たな事業への
多角化に本格対応


・民間金融機関の出資
・企業誘致から企業立地への転換


ハローワークにおける
新規就業支援


農林水産省


工業の技術、商業のノウハウやネットワーク、中小企業の活力、ＩＴ等を活用し、
市場を見据えた先進的なビジネスモデルの実証・提示


地域の発意に基づく先駆的・行政分野横断的な取組の支援
総合特区の取組に対して政策資源を集中（例：北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区）


農林漁業の６次産業化：経営発展の段階に応じた取組方針


厚生労働省


経済産業省


内閣府


生産確立期


初期の
６次産業化


農林漁業経営の安定


ネットワーク構築
輸出促進


6次産業化の
本格的展開


自
立
的
発
展
へ


企業的経営移行期


2013年１月を目途に「食に関する将来ビジョン」を改訂し、
「食」を健康・教育・観光等の様々な領域で活用する取組を加速化


関係府省連携


基礎研究から事業化段階まで
継ぎ目ない技術革新を支援


関係府省連携
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農林漁業の再生、６次産業化：多様な取組事例


農林漁業経営の安定


小規模な地域ビジネスの展開


ネットワーク構築、輸出促進


６次産業化の本格的展開


＜農事組合法人 酒人ふぁ～む（滋賀県）＞
○ 高齢化・後継者不足が深刻化する中、集落１農場方式による
水田営農を実現。年齢、作業能力等に応じて役割分担。


○ 水稲・小麦・大豆の基幹作業は、青年・壮年男性が大型機械を
利用して効率的に作業を実施。
手間のかかるハウス野菜は、意欲のある女性・高齢者が担当。
露地野菜、水管理、草取り等は65歳以上の高齢者が担当。


＜ＪＡ根上加工部会（石川県）＞
○ 「孫がご飯を食べない」との相談を契機に、平たくまとめたご飯
を焼いて、総菜（きんぴら、豚肉の甘露煮など）を挟んだ「ごはん
ばーが」を開発、平成１７年から販売。


○ 全国への冷凍発送、県庁売店での販売など積極的に販路開拓。
販売量2,000個／月（H17） → 5,800個／月（H20）


＜ＪＡ帯広かわにし（北海道）＞
○ 地域７農協の連携により、長いもの年間安定供給体制を構築。
○ 輸出専用段ボールの開発、HACCP認証の取得。
○ 輸出による大口需要先の確保により、作付面積・生産量ともに
増加。輸出額約４．４億円（H21年度）。


＜農事組合法人「伊賀の里もくもく手作りファーム（三重県）＞
○ 昭和62年設立。
○ 米・野菜等の生産、ウィンナー・ハム等加工品製造、直売施設、


ソーセージ手作り体験教室、レストランを含む交流型農業公園
○ 名古屋市等県内外でのレストラン経営（６店舗）、インターネット


による農産物等の直接販売。
○ 従業員数280名、来客数50万人、売上額47億円（H21年度）
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“ちいさな企業”未
来補助金（農林漁
業分野） 10億円


（新規就業支援につき
厚生労働省と連携）


農林漁業（６次産業化）の各省関連施策と予算要求イメージ


生
産
者
側
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ


マーケット側
からの


アプローチ


地域面
からの


アプローチ


＝特別重点要求


特別重点要求額
合計1,330億円


生産確立フェーズ 企業的経営移行フェーズ ６次産業化確立フェーズ


新規就農総合支援事業 349億円


人・農地プラン作成事業等 20億円
戸別所得補償制度 所要額：6,901億円
農地集積協力金 65億円


農村地域力発揮総合対策 214億円 株式会社農林漁業
成長産業化支援機構


による
資本の提供等


250億円（産投出資）
100億円（産投貸付）


６次産業化の新展開 87億円


輸出総合サポートプロジェクト14億円
日本の食文化の海外発信 38億円


「緑の新規就業」総合支援事業 33億円


森林管理・環境保全直接支払制度 428億円


木造公共建築物
整備支援 58億円


地域材活用促進
支援事業 55億円


資源管理・漁業所得補償対策 374億円
水産業グローバル化


総合対策 152億円
農林水産省


戦略的基盤技術高度化
支援事業（農林漁業分野）
2億円 （研究開発等）


新事業活動促進支援


補助金（農林漁業分野）
13.5億円


経済産業省


雇用確保に資する生産資源の継承・整備 182億円


森林・山村資源利用交付金 27億円


新規漁業就業者総合支援事業 12億円


水産多面的機能発揮対策 30億円


（輸出促進につき
外務省等と連携）


特定地域再生計画の推進（農林漁業分野） 5億円


各府省予算の重点配分及び総合特区推進調整費（151億円の内数）


内閣府


輸出対応型生産・出荷体制
強化交付金 30億円


農業成長産業化実証事業 20億円
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「日本再生戦略」を実現していくための政策資源の配分についての考え方


（案） 


 


 


 日本再生戦略のフォローアップを踏まえ、以下の考え方に基づき選択と集


中を行い、政策資源の効果的・効率的配分を図ることとする。 


 


 


１．選択と集中に当たっての基本原則 


 


(１) 最大効果原則 


 財政制約を踏まえ、限られた予算で最大の効果を追求する。必要性が


認められる事業でも、事業内容の効率化・実効性の向上に努める。その


際、事業の成果目標等の定量的データを参考にしつつ、具体的な取捨選


択を行う。 


 


(２) 誠実遵守原則 


過去の以下の合意、ルール等を再確認し、当該内容を正確・誠実に遵


守・尊重する。 


① 日本再生戦略（平成 24年 7月 31 日閣議決定） 


② 平成 25年度概算要求組替え基準（平成 24年 8月 17 日閣議決定） 


③ 事業仕分け及び各府省の行政事業レビューの結果 


 


 （３）重点重視原則 


    日本再生戦略に関連する特別重点要求及び重点要求については一般


要求よりも優先度が高いものであるべきであるとの認識のもと、一般


要求を可能な限り削減し、特別重点要求・重点要求を最大限確保する。


その際、単に既定予算を増額している事業や、要求府省の本来業務的


な事業など、特別重点要求・重点要求としての実態を伴っていないも


のは、原則として一般要求と同列に扱う。 
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(４) 代謝促進原則 


硬直的な資源配分を是正し、諸課題への対応力向上を図るため、日本


再生戦略、平成 25 年度概算要求組替え基準、事業仕分け・行政事業レ


ビューの結果等を反映して、必要性・効率性の低い事業から高い事業へ


の政策資源の重点化を図り、「代謝」を促進する。 


 


(５) ポリシーミックス原則 


事業の目的達成においては、予算、税制改正、規制・制度改革、総合


特区制度その他の政策手段との連携による総合的な効果発現を図る。 


 


 


２．選択と集中のための具体的な視点 


事業に対する政策資源の配分に当たっては、以下の視点から府省横断的


に検討し、政策効果発現の見込みが最も高いと考えられる事業に資源を集


中するなど選択と集中を行う。 


 


(１) 優先すべき事業（ポジティブ・チェック） 


①国民生活の向上や我が国経済の成長に具体的につながる定量的な目


標（アウトカム）を所管府省が責任を持って設定し、その達成に向


けたステップについて説明責任を負う事業 


 


②事業の実施内容が地方や民間企業の自主裁量に基づくものではなく、


国として事業の実施内容及び政策効果の発現に責任を持つことがで


きる事業 


 


③過去の類似事業の反省点を踏まえた政策効果の改善がなされている


事業 


 


④総合特区において具体的に活用される予定の事業（総合特区推進調


整費を除く） 


 


⑤総合特区制度の活用や規制改革や税制措置と併せて行うことにより、


政策効果の発現が見込まれる事業（当該規制改革等を条件に優先事


業とする）。 







  


(２) 必要性が劣後する事業（ネガティブ・チェック） 


①日本再生戦略に具体的な記載のない事業（日本再生戦略において規


制・制度改革等とあわせて実施するものとされている事業のうち、


当該規制・制度改革等が平成 25年度までに実施される見込みのない


ものを含む） 


 


②日本再生戦略に関連はあるものの、官庁の施設整備や事務費、調査


費など、各府省の本来業務として従来から実施している事業 


 


③各府省が従来から継続的に実施している事業であって、日本再生戦


略を踏まえた新規の取組がなく、単に既定予算を量的に拡大してい


るに過ぎない事業（災害対策等において、東日本大震災を受けて取


組を加速すべき特段の事情が具体的に認められるものを除く） 


 


④国と地方の役割分担に照らし、国が実施すること又は国が補助金等


の資金を拠出することに疑問がある事業 


 


⑤府省間の重複など要求内容が重複していると認められる事業をはじ


め、政策目的を一にする事業の中で劣後すると考えられる事業 


 


（以上） 








「日本再生戦略」におけるデフレ脱却関連施策の推進について 


平成 24 年 11 月 15 日 


内 閣 府 
 


○デフレからの脱却のためには、強力な金融緩和の継続とともに、デフレを生みや


すい経済構造の変革が不可欠。このため、政府は、「日本再生戦略」に基づき、


「モノ」「人」「お金」をダイナミックに動かすよう、規制・制度改革、予算・財


政投融資、税制など最適な政策手段を動員することとしているところ。主な関連


施策は、以下のとおり（詳細は別紙参照）。 


 ※「日本再生戦略・重点施策」38 項目のうち、32 項目にデフレ脱却関連施策が含まれている。 


モノを動かす 


 ・革新的医薬品・医療機器の開発支援、ロボット介護機器の早期普及 


 ・次世代自動車の導入に向けた技術開発・インフラ整備、蓄電池の導入促進による


市場創造、スマートコミュニティの実証・展開 


 ・農林漁業の６次産業化推進 


 ・サービス業の海外展開支援 


 ・パッケージ型インフラ海外展開促進 


 ・輸出・進出のための成長拠点開発、ビジネス環境改善 


 ・省エネ、耐震、バリアフリー性等に優れた住宅及びネットゼロエネルギーハウス


の普及促進 


 ・サービス付き高齢者向け住宅の供給拡大、子育て世帯向けの住み替えの促進、定


期借地・借家制度の活用 


 ・PFI 官民連携インフラファンドの創設・事業投資の実施 等 


人を動かす 


 ・「『女性の活躍促進による経済活性化』行動計画～働く『なでしこ』大作戦～」の


推進 


・改正労働者派遣法・改正労働契約法の周知啓発、パートタイム労働法の見直し 


 ・成長分野での人材育成・活用プラットフォーム創出、若者の農林漁業への参入・


定住化の促進 


 ・国際化対応ビジネス人材育成 


 ・中小・ベンチャー企業の起業・創業・育成の支援体制強化 


・観光立国の推進 等 


お金を動かす 


 ・Jリート市場の活性化をはじめとする不動産投資市場の活性化 


 ・ふるさと投資（地域活性化小口投資）プラットフォームの構築 


 ・確定拠出年金の普及・拡充 


 ・日本版 ISAの所要の検討 


 ・年金資金を含む公的・準公的セクター資金の有効活用 


・アジア金融資本市場の整備・開放、グローバル規制改革の推進 等 
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○内閣府においては、先ず、不動産・インフラ分野の投資市場を活性化し、資金の


好循環を創出することを目的として、「不動産・インフラ投資市場活性化方策に


関する有識者会議」を開催し、年内を目途に結論を取りまとめ、必要な施策を実


施する。 


 


○政府としては、デフレ状況を含めた経済状況及び経済運営について「デフレ脱却


等経済状況検討会議」において年２回（年初及び年央）定期的に点検を行う。こ


の際、マクロ経済指標だけでなく、「モノ」「人」「お金」の動きに関する指標の


確認にも努めながら、関連施策の推進を図る。 







別紙 


『日本再生戦略』におけるデフレ脱却関連施策一覧（未定稿） 
 
グリーン成長戦略 
 次世代自動車の導入に向けた技術開発・インフラ整備等の促進 
 蓄電池の市場創造と競争力の強化 
 スマートコミュニティの実証・展開、国際標準の獲得 
 省エネ・節電の徹底と産業競争力の維持、新たな市場創出の両立 
 住宅・建築物の省エネ化・ネットゼロエネルギー化、中古住宅の省エネ


改修促進 
 エネルギー消費効率化等のためのグローバルプレーヤーとの共同事業展


開 
 再生可能エネルギーの普及拡大・産業化 
 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギーと、農山漁村


における自立・分散型エネルギー供給システムの導入推進 
 水素エネルギーと燃料電池の利用促進 
 エネルギー・環境分野の課題解決に資する技術・システムの優位性強化  


等 
 
ライフ成長戦略 
 医薬品・医療機器・再生医療の審査の迅速化・安全対策の強化 
 医工連携の推進によるオールジャパンでの支援体制による医療機器の実


用化 
 アカデミアや中小・ベンチャー企業等による革新的医薬品・医療機器開


発支援 
 ロボット介護機器開発・導入促進、海外市場展開に向けた国際標準化 
 医療・介護と関わる生活支援事業等の促進、事業者を中心としたコンソ


ーシアムの事業継続性の確立・面的拡大支援 
 都市部における介護等福祉施設・ケア住宅の不足解消の取組推進 
 医療サービスと医療機器が一体となった海外展開・基盤の整備  等 
 
科学技術イノベーション 
 情報通信技術の活用による産業活性化 
 電子行政オープンデータ戦略の推進  等 
 
 
 







 


中小企業戦略 
 ちいさな企業を支援するための施策の再構築 
 中小・ベンチャー企業の起業・創業・育成の支援体制強化 
 中小企業の事業再生（企業再生支援機構・中小企業再生支援協議会・金


融機関の連携、機能強化による経営支援の実施） 
 中小企業の海外展開支援等 
 金融円滑化法からの円滑な移行に向けた体制整備 
 個人保証制度の見直し  等 
 
農林漁業再生戦略 
 若者の農林漁業への参入、定住化の促進 
 農林漁業成長産業化ファンドの設立、地域ファンドの募集・組成及びこ


れを通じた６次産業化を進める事業体への出資、民間投資の活性化 
 ６次産業化法認定事業者等へのサポート、「６次産業化創出総合対策」


の実施 
 「食品産業の将来ビジョン」に則した取組の推進 
 「森林・林業再生プラン」を踏まえて策定された「森林・林業基本計画」


の着実な実施  等 
 
金融戦略 
 J リート市場の活性化をはじめとする不動産投資市場の活性化 
 不動産の世代間の資産移転促進 
 ふるさと投資（地域活性化小口投資）プラットフォームの構築・運用開


始 
 確定拠出年金の普及・拡充 
 日本版 ISA（少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措


置）の所要の検討 


 年金資金を含む公的・準公的セクター資金の有効活用 
 政府系金融機関等の活用 
 日本のイニシアティブによるアジア金融資本市場の整備・開放、グロー


バル規制改革の推進  等 
 
 
 
 
 







 


観光立国戦略 
 オールジャパン訪日プロモーション体制の構築 
 東南アジアをはじめとする新興国からの訪日客に対する査証発給要件の


見直し 
 欧州等、アジアの国・地域以外にもオープンスカイの対象を拡大 
 首都圏空港の強化、関空の再生と国際競争力の強化 
 LCC による新規航空需要の喚起、国管理空港等について空港経営改革の


実現 
 国内外から選好される魅力ある観光地域づくり 
 国際見本市や国際会議等の MICE 分野の戦略再構築、施策の展開を通じた


国際競争力の強化 
 休暇改革の推進  等 
 
アジア太平洋経済戦略 
 サービス業の海外展開支援 
 パッケージ型インフラ海外展開促進プログラムの実施 
 農林水産物等の輸出促進等 
 輸出・進出のための成長拠点開発、ビジネス環境改善 
 「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」の推進 
 新興国での事業に必要な内外人材の育成・確保 
 オールジャパンでの実施・発信体制確立・推進  等 
 
生活・雇用戦略 
 重点分野雇用創出事業等、地域雇用創造総合プログラム、実践型地域雇


用創造事業、事業復興型雇用創出事業等の実施 
 「『女性の活躍促進による経済活性化』行動計画～働く『なでしこ』大作


戦～」の推進 
 育児サービスへの集中投資による環境整備 
 改正労働者派遣法・改正労働契約法の周知啓発、パートタイム労働法の


見直し 
 労使の合意を得つつ、「望ましい働き方ビジョン」を踏まえ、非正規雇用


からの正規雇用への転換などについて実効ある取組を推進  等 
 
人材育成戦略 
 成長分野での人材育成・活用プラットフォーム創出 
 国際化対応ビジネス人材育成  等 







 


 
国土・地域活力戦略 
 地域活性化総合特区における規制緩和等支援実施 
 国際戦略総合特区における規制緩和等支援実施 
 活力ある地域づくりを通じた新しい成長―緑の分権改革の推進 
 省エネ、耐震、バリアフリー性等に優れた住宅及びネットゼロエネルギ


ーハウスの普及促進 
 サービス付き高齢者向け住宅の供給拡大 
 子育て世帯向けの住替えの促進、定期借地・借家制度の活用促進 
 不動産に係る情報ストックの整備及び建物評価手法の見直しに向けた対


応強化等 
 住宅・建築物の耐震診断、耐震改修・更新に係る取組の強化 
 PFI 官民連携インフラファンドの創設・事業投資の実施、PFI／PPP の具


体的案件形成の実施  等 
 
世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化 
 オールジャパンでの実施・発信体制確立・推進 
 途上国の強靭なインフラの整備  等 
 
（注）本一覧は、主に、平成２４年度から２５年度にかけての関係府省における取組につ


いて整理したものである。今後精査により変更があり得る。 








 


 


デフレ脱却に向けた取組について 


 


政府及び日本銀行は、我が国経済のデフレ脱却に向けて、当面、以下のとおり取り


組む。  


１． 政府及び日本銀行は、我が国経済にとって、デフレから早期に脱却し、物価安


定のもとでの持続的成長経路に復帰することが極めて重要な課題であるとの認識


を共有しており、一体となってこの課題の達成に最大限の努力を行う。  


２． 日本銀行としては、上記１．の課題は、幅広い経済主体による成長力強化の努


力と金融面からの後押しがあいまって実現されていくものであると認識しており、


政府が成長力強化の取組を強力に推進することを強く期待する。  


日本銀行としては、「中長期的な物価安定の目途」を消費者物価の前年比上昇率


で２％以下のプラスの領域にあると判断しており、当面、消費者物価の前年比上昇


率１％を目指して、それが見通せるようになるまで、実質的なゼロ金利政策と金融


資産の買入れ等の措置により、強力に金融緩和を推進していく。その際、金融面 


での不均衡の蓄積を含めたリスク要因を点検し、経済の持続的な成長を確保する 


観点から、問題が生じていないかどうかを確認していく。  


日本銀行は、『経済・物価情勢の展望』（平成24年10月30日）において消費者 


物価の見通しを公表した。日本銀行としては、引き続き「１％」を目指して、強 


力に金融緩和を推進していく。今後の物価動向については、「デフレ脱却等経済状


況検討会議」において定期的に報告する。  


また、日本銀行は、金融政策運営の考え方を市場にわかりやすく説明していく 


努力を続ける。  


３． 政府は、日本銀行に対して、上記２．の方針にしたがってデフレ脱却が確実と


なるまで強力な金融緩和を継続することを強く期待する。  


政府は、デフレからの脱却のためには、適切なマクロ経済政策運営に加え、デ


フレを生みやすい経済構造を変革することが不可欠であると認識している。この 


ため、政府としては、足下の景気下押しリスクに対応し経済活性化に向けた取組 


を加速すべく、平成24年10月17日の内閣総理大臣指示に基づき、経済対策を速 


やかに取りまとめる。また、政府は、「日本再生戦略」（平成24年7月31日閣議 


決定）に基づき、平成25年度までを念頭に、「モノ」「人」「お金」をダイナミッ


クに動かすため、規制・制度改革、予算・財政投融資、税制など最適な政策手段 


を動員する。  


デフレ状況を含めた経済状況及び経済運営については、「デフレ脱却等経済状況 


検討会議」において、定期的に点検を行う。  


平成24年10月30日  


日本銀行総裁            内閣府特命担当大臣  


（経済財政政策担当）  


白川 方明              前原 誠司  


財務大臣  


城島 光力 
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内閣総理大臣指示（経済対策の策定について） 


 


平成 24 年 10 月 17 日閣議 


 


 


景気が弱めの動きとなる中、景気下押しリスクに対応し、デフレから


の早期脱却と経済活性化に向けた取り組みを加速していくことが喫


緊の課題となっている。 


 


まずは、今年度予算を本格的に執行できる体制とすることが必要で


あることから、特例公債法の早期成立に全力を挙げる。 


 


あわせて、以下を柱立てとする経済対策を、経済財政政策担当大


臣を中心に策定されたい。その際、それぞれの柱について、別紙の


事項を重点として検討されたい。また、財政措置を伴うものについて


は、財務大臣と十分に内容を協議されたい。 


 


① 「日本再生戦略」における重点３分野（グリーン、ライフ、農林漁業）


をはじめとする施策の実現前倒し 


② 東日本大震災からの早期の復旧・復興及び大規模災害に備えた


防災・減災対策 


③ 規制改革や民間の融資・出資の促進策など、財政措置によらな


い経済活性化策 


 


遅くとも来月中を目途に、経済対策を決定し、速やかに実施に移


す。 


 


また、経済対策決定前においても、現下の経済情勢も踏まえ、上記


の柱立てに基づいて、緊要性の高い施策については、今月中の予備


費の使用決定を検討されたい。 


 


  



CO782956

新規スタンプ







 


重点事項 


 


 


１．「日本再生戦略」における重点３分野（グリーン、ライフ、農林漁業）


をはじめとする施策の実現前倒し 


 


○世界を主導するグリーン・エネルギー社会の創造 


○農林漁業の６次産業化の推進、意欲ある若者等の雇用の促進 


○iPS 細胞による再生医療をはじめ世界トップレベルの研究開発


の推進 


 


 


２．東日本大震災からの早期の復旧・復興及び大規模災害に備えた


防災・減災対策 


 


○被災地の産業・雇用の立て直し 


○学校の安全対策 


○ゲリラ豪雨等への対応や、地域の総合的防災力向上 


 


 


３．規制改革や民間の融資・出資の促進策など財政措置によらない


経済活性化策 


 


○投資促進に向けた規制改革の前倒し・強化 


 


○民間資金活性化策 


①金融円滑化法の期限到来後を見据えた中小企業再生支援の


強化 


②産投出資等による成長マネーの供給拡大 


③アジアをはじめとする海外の成長を取り込むための海外Ｍ＆


Ａ、インフラ輸出や中小企業の海外進出の促進 
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経済対策の取りまとめに向けて（予備費の使用決定に際して） 


 


平成 24 年 10 月 26 日 


経済財政政策担当大臣 


 


 景気が弱めの動きとなる中、景気下押しリスクに対応し、デフレからの早期


脱却と経済活性化に向けた取り組みを加速していくことが喫緊の課題となっ


ている。 


 10 月 17 日の内閣総理大臣指示に基づき、遅くとも 11 月中を目途に策定する


経済対策の一環として、本日、現下の経済情勢を踏まえ、緊要性の高い施策に


ついて、予備費の使用を閣議決定した。これにより、「日本再生戦略」の重点


３分野の施策のうち緊要性の特に高いものを加速するとともに、被災地からの


要望の強い復旧・復興に必要な事業及び大規模災害に備えた防災・減災対策を


緊急に推進することが可能となると考えている。 


これらの施策の効果が早急に発現するよう、各府省庁において、施策を速や


かに実施に移し、その進捗管理を確実に行っていくことが重要である。また、


政府として、引き続き、経済対策の策定に向けて取り組んでまいりたい。 


 


Ⅰ．経済危機対応・地域活性化予備費等の使用を決定した緊要性の高い施策 


（総額：国費 4,000 億円超、事業費 7,500 億円超）（詳細別紙１） 


１.「日本再生戦略」における重点３分野(グリーン、ライフ、農林漁業)をは


じめとする施策の実現前倒し 1,051 億円 


 


（1）世界を主導するグリーン・エネルギー社会の創造 411 億円 


（2）農林漁業の６次産業化の推進、意欲ある若者等の雇用の促進 520 億円 


（3）iPS 細胞による再生医療をはじめ世界トップレベルの研究開発の推進  


38 億円 


（4）その他 82 億円 
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２．東日本大震災からの早期の復旧・復興及び大規模災害に備えた防災・減災


対策 2,643 億円 


 


（1）被災地の産業・雇用の立て直し（復興予備費） 1,203 億円 


（2）学校の安全対策 200 億円 


（3）ゲリラ豪雨等への対応や、地域の総合的防災力向上 1,240 億円 


 


 


Ⅱ．経済対策の今後の取りまとめに向けて 


 政府は、引き続き、大震災からの復興と景気の下振れ回避に万全を期すとと


もに、我が国経済にとって当面の最大の課題であるデフレ脱却に向け、日本銀


行と一体となって断固として取り組んでいく。 


このため、今般の予備費の使用決定に続き、総理指示に基づき、遅くとも 11


月中を目途に別紙２に掲げる視点により経済対策を取りまとめ、速やかに実施


に移す。さらに、平成 25 年度予算編成においても、震災からの復興に万全を


期すとともに、グリーン、ライフ、農林漁業をはじめとする「日本再生戦略」


の重点分野及び防災・減災対策にメリハリのついた配分を行い、デフレからの


早期脱却と経済活性化に向け、切れ目のない政策対応を講じていく。 


また、急速な円高の進行など為替市場の過度な変動は、経済・金融の安定に


悪影響を及ぼすものであり、引き続き、緊張感を持って市場の動向を注視し、


必要な時には断固たる措置をとる。 


日本銀行に対しては、政府との緊密な情報交換・連携の下、デフレ脱却が確


実となるまで強力な金融緩和を継続するよう期待する。 
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（別紙１）経済危機対応・地域活性化予備費等の使用を決定した緊要性の高い


施策（総額：国費 4,000 億円超、事業費 7,500 億円超） 


 


１.「日本再生戦略」における重点３分野(グリーン、ライフ、農林漁業)をは


じめとする施策の実現前倒し 1,051 億円 


 


（1）世界を主導するグリーン・エネルギー社会の創造 411 億円 


○エネファーム（家庭用燃料電池）設置の緊急支援 251 億円 


○次世代型の高効率熱利用設備設置の緊急支援 155 億円 


○地域主導による再生可能エネルギー導入のための緊急支援 5 億円 


 


（2）農林漁業の６次産業化の推進、意欲ある若者等の雇用の促進 520 億円 


○６次産業化促進のための農地・水利施設緊急整備 160 億円 


○水産物の輸出促進緊急対策 50 億円 


○小規模・迅速な農地・水利施設緊急整備 310 億円 


 


（3）iPS 細胞による再生医療をはじめ世界トップレベルの研究開発の推進 


 38 億円 


○iPS 細胞を活用した再生医療の臨床研究の加速（再生医療用 iPS 細胞スト


ックの整備等） 20 億円 


○iPS 細胞等の臨床研究の安全基盤緊急整備 10 億円 


○創薬支援ネットワーク等の緊急整備 8 億円 


 


（4）その他 82 億円 


○通学路の緊急合同点検結果に基づく緊急対策 48 億円 


○障害者施設・児童福祉施設の緊急整備 34 億円 


 


 


 


 







 


4 


 


２．東日本大震災からの早期の復旧・復興及び大規模災害に備えた防災・減災


対策 2,643 億円 


 


（1）被災地の産業・雇用の立て直し（復興予備費） 1,203 億円 


○被災地向けグループ補助金 801 億円 


○福島立地補助金 402 億円 


 


（2）学校の安全対策 200 億円 


○学校施設老朽化等への緊急対策 200 億円 


 


（3）ゲリラ豪雨等への対応や、地域の総合的防災力向上 1,240 億円 


○河川等の緊急風水害対策及び道路・港湾等の緊急老朽化対策 454 億円 


○農山漁村における豪雨等緊急対策 467 億円 


○水道老朽化、水質汚染等への緊急対策 74 億円 


○防災力向上のための地域自主戦略交付金 208 億円 


○消防救急デジタル無線等の緊急整備 31 億円 


○官邸の危機管理対応施設の緊急整備 2 億円 


○中央防災無線網等の緊急整備 3 億円 


 


合計 3,694 億円 （事業費 7,200 億円程度） 


※１．及び２．(2)、(3)は経済危機対応・地域活性化予備費を活用。 


 


○ 上記のほか、海上保安庁の装備等の緊急整備（170 億円）及び災害復旧


等事業（62 億円）のため、一般予備費を使用。 


また、予備費使用とあわせて、成長分野における非正規雇用労働者をは


じめとする人材へのキャリアアップを支援（既存基金の活用）（最大 300


億円程度）。 


 


（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものが


ある。 
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（別紙２）経済対策の取りまとめの視点 


 


(1) 復旧・復興を最優先 


震災からの復旧・復興に緊要な施策は最優先で対応するとともに、防災・


減災に必要な施策を実施する。 


 


(2) 需要・雇用の創出・下支え効果が高く即効性のある事業に重点化 


事業の選定に当たっては、需要・雇用の創出・下支え効果が高く、効果が


迅速に発現する施策に重点化する。 


 


(3) 「日本再生戦略」の前倒し・加速と経済構造の変革 


グリーン（エネルギー・環境）、ライフ（健康）、農林漁業（６次産業化）


を中心に、「日本再生戦略」の前倒し・加速に最大限努める。 


また、デフレ脱却と経済活性化に向けては、適切なマクロ経済政策運営と


ともに、デフレを生みやすい経済構造を変革することが不可欠である。この


ため、「デフレ脱却等経済状況検討会議第一次報告」や「日本再生戦略」に


基づき、「モノ」「人」「お金」を動かす観点から政策手段を動員する。 


 


(4) 規制・制度改革と民間資金の活用 


財政措置のみならず、民間の自由な創意工夫によって経済の活力を再生す


るとの基本姿勢の下、大胆かつ速やかに聖域なく規制・制度改革を推進する。


その際、「日本再生戦略」の前倒し・加速を促すため、グリーン、ライフ、


農林漁業分野に重点を置いた規制・制度改革の議論を早急に進めるとともに、


「モノ」「人」「お金」をよりよく動くようにすることで経済活性化につなげ


るという観点からの規制・制度改革の早期実現を目指す。 


また、民間資金の活用によるデフレ脱却、経済活性化のための措置を講じ


ていく。 


 


(5) 円高メリットの活用 


  円高メリットの活用に資する施策を盛り込んでいく。 








我が国経済の現状
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内閣府


資料２－４







１－３月期
（年率）


４－６月期
（年率）


5.2 0.3 ▲ 3.5 ▲ 0.9


(4.5) (0.7) (▲ 0.7) (▲ 0.2)


民需 (2.9) (▲ 0.2) (▲ 1.7) (▲ 0.4)


個人消費 　　　　　（2.9）　　　 　（▲0.2） 　　 　（▲1.1） 　　 　（▲0.3）


設備投資 　　 　（▲1.0） 　　　    （0.5） 　　 　（▲1.7） 　　 　（▲0.4）


住宅投資 　　　 （▲0.1） 　　　    （0.2） 　　　    （0.1） 　　　    （0.0）


在庫投資 　　　    （1.2） 　　　 （▲0.7） 　　　    （1.0） 　　　    （0.2）


公需 (1.6) (0.9) (1.1) (0.3)


公共投資 　　　    （0.8） 　　　    （0.5） 　　　    （0.8） 　　　    （0.2）


(0.5) (▲ 0.4) (▲ 2.9) (▲ 0.7)


輸出 　　　    （2.0） 　　　　　（0.8） 　　　 （▲3.1） 　　　 （▲0.8）


輸入 　　　 （▲1.5） 　　　 （▲1.2） 　　　　　（0.2） 　　　　　（0.1）


3.7 1.1 ▲ 2.1 ▲ 0.5


2012年


実質ＧＮＩ成長率


　　　　　　　７－９月期
　　（年率）


実質ＧＤＰ成長率


寄
与
度


内需


外需


 ７－９月期ＧＤＰ１次速報の概要① 


（注）輸入は、増加すると成長率に対してマイナス寄与、減少するとプラス寄与。 


   


（備考）１．内閣府「国民経済計算」により作成。 


     ２．左図の（）内は寄与度。 


         


○７－９月期の実質ＧＤＰは前期比年率で▲３．５％減 


実質ＧＤＰ成長率の寄与度分解 


（前期比；％） 


460


470


480


490


500


510


520


Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 


2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12


名目ＧＤＰの推移 
（年率；兆円） 


470兆円 


（12年７－９月期） 


 


 名目ＧＤＰ成長率（前期比年率） 
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（期） 
（年） 


470


480


490


500


510


520


530


540


Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 


2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12


実質ＧＤＰの推移 
（兆円） 


514兆円 


（12年７－９月期） 


 


（期） 
（年） 


リーマンショック時 


518兆円 


（08年７－９月期） 


 


震災前 515兆円 
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 ７－９月期ＧＤＰ１次速報の概要② 


○ＧＤＰデフレーターは前期比で横ばい 
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（前年比；％） ＧＤＰデフレーター（前年比） 
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（年） 


主な項目別(前年比)  個人消費： ▲1.0 


 設備投資： ▲0.5  住宅投資： ▲1.1 


 政府消費： ▲1.1  公共投資： ▲0.8 


  輸    出： ▲2.9 輸    入： ▲3.4 
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（前期比；％） 


季節調整済ＧＤＰデフレーター 


ＧＤＰデフレーター（前期比） 


主な項目別(前期比)  個人消費： ▲0.4 


 設備投資： ▲0.5  住宅投資： ▲0.3 


  政府消費： ▲0.0  公共投資： ▲0.8 


  輸    出： ▲0.0 輸    入： ▲1.9 


（期） 


（年） 


○ＧＤＰギャップは拡大の見込み 


（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。平成17年基準。        （備考）ＧＤＰギャップ（％）＝（実際のＧＤＰ－潜在ＧＤＰ）/潜在ＧＤＰ        


（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。平成17年基準。        


○交易条件は悪化に歯止め 


（備考）１．内閣府「国民経済計算」により作成。平成17年基準。 
    ２．交易条件＝（輸出デフレーター／輸入デフレーター）×100として算出。    


（期） 


（年） 
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［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因：秋物商戦の不振や、尖閣をめぐる状況変化の影響 ［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因：消費税引き上げの駆け込み需要等への期待感


［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因：海外経済の減速や尖閣をめぐる状況変化の影響による受注の減少


×
求人総数が８月に比べて減少に転じたことや、隣接地の大手家電メーカーが撤退を
表明したこと、雇用調整助成金の相談が増加していること等から、景気は悪くなって
いる（東海＝職業安定所）。


［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因：海外経済の減速や尖閣をめぐる状況変化等に起因する悪影響


▲
海外景気の停滞から輸出が減少している先がみられるほか、中国ビジネスから撤
退する動きが出始めている。自動車販売にも陰りが出ている（九州＝金融業）。


［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因：特例公債法案の成立遅れへの懸念


［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因：尖閣をめぐる状況変化等に起因する悪影響


□


▲
大半を公共工事に依存している。特例公債法案の成立遅れに起因する地方交付
税支払の延期等により、公共工事の発注遅れや延期が懸念される（九州＝金属
製品製造業）。


季節は秋から冬の時期となっているが、気温が下がらず秋物の動きが活発化して
いない（近畿＝スーパー）。


10月中旬頃まで暖かかったせいか秋物商材の動きが遅い。必要な物だけ購入する
傾向は変わっていない（東海＝百貨店）。


［雇用関連］ﾏｲﾅｽ要因：海外経済の減速や尖閣をめぐる状況変化等に起因する悪影響


○
消費税増税の駆け込み需要が、そろそろ始まりそうである（南関東＝住宅販売会
社）。


［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因：消費税引き上げによるマインド低下への懸念


▲
消費税増税や復興増税など家計負担増大の話題が多く、消費マインドをさらに低
下させると思われる（四国＝スーパー）。


▲
韓国や中国からの観光客がかなり減っており、こういう状況がしばらく続き、景気
はかなり悪くなる（九州＝タクシー運転手）。


ここへ来て、日中問題の影響で中国への販売が厳しくなっている。実際に中国国内
大手チェーン店向けの商品が、納品直前で数億円レベルのキャンセルとなった。ま
た欧州については市況、為替の影響で厳しい状態が続いている（北陸＝精密機械
器具製造業）。


大手自動車主力メーカーの受注について、３か月の生産見通し上と実数のかい離
が下振れで若干生じてきている。要因は、アメリカについてはほぼ変わらないが、中
国、欧州向けの輸出が減少したためである（北関東＝輸送用機械器具製造業）。


宿泊では、尖閣問題により10月に千人が見込まれていた中国人観光客が激減した
（近畿＝都市型ホテル）。


［雇用関連］ﾏｲﾅｽ要因：製造業で雇用調整の動き


×
中国への輸出にブレーキがかかっており、その影響が非常に大きい（北陸＝繊維
工業）。


□


▲


▲ 管内の工場で大量解雇が始まっている（近畿＝職業安定所）。


▲
ここのところ好調だった宿泊業や飲食業関連の求人が、中国人観光客の入込数
減少の影響で、多少動きが落ち着くことになる（北海道＝求人情報誌製作会社）。


▲


▲


景気ウォッチャー調査（調査日：10月25日～31日）  
＜景気の現状判断DIの推移＞ ＜景気の先行き判断DIの推移＞ 


＜現状判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪） ＜先行き判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪） 


↑ ↓ ↓ ↓


家計動向関連 ↑ ↓ ↓ ↓


企業動向関連 ↑ ↓ ↓ ↓


雇用動向関連 ↓ ↑ ↓ ↓


10月 （前月比）


(-2.2)


(-1.8)


(-1.7)


(-6.5)


39.0


38.4


38.3


44.3


（前月比）


41.2


40.2


40.0


50.8


(-2.4)


(-0.9)


(-4.0)


(-1.7)


９月（前月比）


(-0.6)


(-0.7)


(-0.8)


(0.4)52.1


８月


43.6


42.1


44.0


52.5


44.8


各分野計


2012年7月


44.2


42.8


↓ ↓ ↓ ↓


家計動向関連 ↓ ↓ ↑ ↓


企業動向関連 ↓ ↓ ↓ ↓


雇用動向関連 ↓ ↓ ↓ ↓ (-1.7)49.4 47.6 (-1.8) 44.9 (-2.7) 43.2


(-2.2)


45.8 45.0 (-0.8) 41.3 (-0.8) 40.5 (-0.8)


43.9 42.6 (-1.3) 44.1 (1.5) 41.9


10月 （前月比）


各分野計 44.9 43.6 (-1.3) 43.5 (-0.1) 41.7 (-1.8)


2012年7月 ８月 （前月比） ９月 （前月比）


現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩは各々、景気ウォッチャーによる、３か月前と比較した当該月の景気の良し悪しの判断、当該月と比較した２～３か月先の景気の良し悪しの判断で、 


50を上回ると改善（下回ると悪化）、50は横ばいを示す。 
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海外経済の動向 


○主要国・地域の実質経済成長率 


○中国の自動車販売 
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（前期比年率％） 


（備考）１．各国統計より作成。 


    ２．ユーロ圏12年Q3は見通し。 
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        2．乗用車全体の中で日系メーカーのセダンの占めるシェアは15.0％（11年）。 
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○中国の貿易動向 
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（備考）ＩＭＦ "World Economic Outlook"各時点版より作成。 
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○2012年の実質経済成長率見通しの推移 
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生産・輸出の動向 


（備考）左図 ：経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。10、11月の数値は、製造工業予測調査による。 
        右図 ：財務省「貿易統計」により作成。季節調整値。括弧内は2011年の金額ウェイト。 
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在庫（右目盛） 


在庫率（右目盛） 


出荷 


生産 


（2005年＝100） 


生産（前月比） 
９月  ▲4.1％ 
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11月 ＋1.6％ 
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雇用・物価の動向 
○消費者物価（コアコア）の前年比は引き続き下落


○消費者物価 


（備考）左図：厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」により作成。数値はいずれも季節調整値。2011年３月から８月の完全失業率は東日本大震災に伴う補完推計値。 
    右図：総務省「消費者物価指数」により作成。「生鮮食品、石油製品その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、「生鮮食品を除く総合」（コア）から 
       石油製品、電気代、都市ガス代、米類、鶏卵、切り花、診療代、固定電話通信料、介護料、たばこ、公立高校授業料、私立高校授業料を除いたもの。 
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（１）資産買入等の基金の増額 


 基金を 80兆円程度から 91兆円程度に 11兆円程度増額（９月に続き２カ月連続）。 


 国債のほか、ＥＴＦ（5,000億円）など、リスク性資産も増額。 


 


（２）貸出増加を支援するための資金供給の枠組みの創設 


 金融機関の貸出増加額について、希望に応じてその全額を低利・長期で資金供給す 


る。資金供給の総額の上限は設定せず、無制限とする。 


 金融機関の一段と積極的な行動と企業や家計の前向きな資金需要の増加を促す。 


 


（３）景気認識と金融緩和の趣旨 


 海外経済は、減速した状態が強まっている。 


 わが国の輸出や鉱工業生産は減少し、これまで堅調に推移してきた内需にもその  


影響が一部及び始めている。 


 このため、景気は弱含みとなっている。 


 先行きについては、欧州債務問題の今後の展開や米国経済の回復力、新興国・資源


国経済の持続的成長経路への円滑な移行の可能性、日中関係の影響の広がりなど、


日本経済を巡る不確実性は引き続き大きい。金融・為替市場動向の景気・物価への


影響にも、引き続き注意が必要である。 


 日本経済が物価安定のもとでの持続的な成長経路に復していく軌道を踏みはずさ


ないようにするため、金融緩和を一段と強化。 


 


（４）政府とともに「デフレ脱却に向けた取組について」を公表 


 デフレ脱却に向けた政府と日本銀行の取組について、共有している認識を改めて明


確に示すため、政府とともに「デフレ脱却に向けた取組について」を公表。 


 政府及び日本銀行は、我が国経済にとって、デフレから早期に脱却し、物価安定の


もとでの持続的成長経路に復帰することが極めて重要な課題であるとの認識を共


有しており、一体となってこの課題の達成に最大限の努力を行う。 


 日本銀行は、デフレからの早期脱却と物価安定のもとでの持続的成長経路への復帰


という課題は、幅広い経済主体による成長力強化の努力と金融面からの後押しがあ


いまって実現されていくものであると認識。政府が成長力強化の取組を強力に推進


することを強く期待。 


 政府も、適切なマクロ経済政策運営に加え、デフレを生みやすい経済構造を変革す


ることが不可欠であると認識。 


金融緩和の強化について（１０月３０日） 
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資産買入等の基金の枠と積み上げ実績
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長期国債（注） 1.5 34.0 39.0 ＋ 5.0 21.6 
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長期国債（注） 1.5 34.0 39.0 ＋ 5.0 21.6 


国庫短期証券 2.0 14.5 19.5 ＋ 5.0  7.4 


ＣＰ等 0.5 2.1 2.2 ＋ 0.1  1.7 
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固定金利方式・共通担保資金 
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「貸出増加を支援するための資金供給」骨子 


 取引先金融機関の貸出増加額（基準時点からのネット貸出増加額）について、


当該金融機関からの希望に応じて、その「全額」を日本銀行から資金供給す


る。 


 本措置による資金供給の総額の上限は、設定せず、「無制限」とする。 


 貸付金利は、貸付実行時の誘導目標金利（現在は０．１％とする。）による 


長期固定金利とする。 


 貸付期間は、各取引先の希望に応じて、１年、２年または３年とし、最長４


年までロールオーバー可能とする。 


 本措置の開始後、１年程度の間、適宜の頻度で資金供給を行う。 


 貸出増加額を算出する対象与信は、対民間（金融機関向けを除く）貸出とし、


円貨建て・外貨建てを含む。 


 


 


 


 


 


 


 


 


貸出支援基金 


 


 


 


成長基盤強化を支援するための 
資金供給 


 


総枠：「５．５兆円」 


本則   ３．５兆円 


ＡＢＬ特則  ０．５兆円 


小口特則  ０．５兆円 


米ドル特則  １２０億米ドル 


（約１兆円） 


 


＜現在の残高：３．４兆円＞ 


貸出増加を支援するための 
資金供給 ＜新設＞ 


 


総枠：「無制限」 


 


直近データを当てはめた場合の 


単純計算：「１５兆円」 


 


（注）直近８月のデータによれば、取引先金


融機関のうち貸出を増加させた先の貸出


残高は、１年前に比べて約１５兆円増加。 
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2012～2014 年度の中心的な見通し 


【景気】・当面横ばい圏内の動きにとどまるとみられる。先行きは、国内需要が


全体としてみれば底堅さを維持し、海外経済が減速した状態から次第


に脱していくにつれて、緩やかな回復経路に復していくと考えられる。 


・消費税による駆け込みと反動の影響を除いてみれば、見通し期間を通


じて引き続き潜在成長率を上回る成長経路をたどると考えられる。 


【物価】消費者物価の前年比は、当面ゼロ％近傍で推移した後、マクロ的な需給


バランスの改善を反映して、徐々に緩やかな上昇に転じ、2014 年度に


は、当面の「中長期的な物価安定の目途」である１％に着実に近づいて


いくとみられる。 


▽ 政策委員見通しの中央値（対前年度比、％） 


  
実質ＧＤＰ 国内企業物価指数


消費者物価指数 
（除く生鮮食品）


 2012 年度 ＋1.5 －1.1 －0.1 


 （７月の見通し） （＋2.2） （－0.2） （＋0.2） 


 2013 年度 ＋1.6 ＋0.5 ＋0.4 


 （７月の見通し） （＋1.7） （＋0.6） （＋0.7） 


 
2014 年度 ＋0.6 ＋4.2 ＋2.8 


 消費税引き上げの影響


を除くベース 
 ＋1.3 ＋0.8 


見通しの上振れ・下振れ要因 


【景気】 ① 国際金融資本市場と海外経済、② 企業や家計の中長期的な成長期


待、③ 消費税率引き上げの影響に関する不確実性、④ わが国の財政


の持続可能性を巡る様々な問題 


【物価】 ① マクロ的な需給バランスに対する物価の感応度に関する不確実性、


② 企業や家計の中長期的な予想物価上昇率の動向、③ 輸入物価の動


向 


 


展望レポート（2012 年 10 月）の経済・物価見通し
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（２）消費者物価（除く生鮮食品） 
 


展望レポート（2012 年 10 月）の経済・物価見通し分布 
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（注１）上記の見通し分布は、各政策委員の示した確率分布の集計値（リスク・バランス・チャート）について、
①上位 10％と下位 10％を控除したうえで、②下記の分類に従って色分けしたもの。 
 
 
 
 
（注２）棒グラフ内の○は政策委員の見通しの中央値を表す。また、縦線は政策委員の大勢見通しを表す。 
（注３）消費者物価指数（除く生鮮食品）は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース。 
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